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3.9 データ活用予測研究 

(1)業務の内容  
(a) 業務題目 「データ活用予測研究」  

 

(b) 担当者  

 

所属機関  役職  氏名  

国立大学法人東北大学大学院理学研究科  

 

教授  

准教授  

准教授  

日野亮太  

太田雄策  

内田直希  

国立大学法人京都大学大学院理学研究科  
 

教授  

准教授  

平原和朗  

宮崎真一  

国立大学法人京都大学防災研究所  

 

准教授  

准教授  

西村卓也  

伊藤喜宏  

国立大学法人名古屋大学 

減災連携研究センター  

教授  

 

鷺谷威  

 

国立大学法人名古屋大学大学院  

環境学研究科附属地震火山研究センター  

教授  

准教授  

古本宗充  

伊藤武男  

国立研究開発法人産業技術総合研究所  

活断層・火山研究部門  

主任研究員  

 

行谷佑一  

 

国立大学法人東京大学大学院理学研究科  准教授  安藤亮輔  

国立研究開発法人海洋研究開発機構  

地震津波海域観測研究開発センター  
 

グループリーダー  

特任技術研究員  

特任技術研究員  

研究員  

堀高峰  

中田令子  

兵藤守  

有吉慶介  

 

(c) 業務の目的  

・地殻変動観測データのコンパイルと解析、データベース化  

 京コンピュータ等で計算される多数の地震シナリオとその前後のゆっくりすべり

のシミュレーション結果のデータベースと、GEONET・DONET・水準測量や三辺・三角

測量等の地殻変動データや相似地震のデータをコンパイルした観測データベースを

構築する。  

・プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行  

 過去の地震やゆっくりすべりの観測データを逐次入力し、シミュレーションデータ

ベースと比較する同化の模擬テストを行う。また、次の豊後水道のゆっくりすべりや

東北地方太平洋沖地震後の余効すべり等に対して予測の試行実験を行う。これらを通

して同化手法や予測の問題点を洗い出し、改善に必要な知見を得る。 

・逐次データ同化手法の改良  

 精度の異なる複数データを用いる場合の尤度評価やリアルタイムでデータを取り
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込みながらモデルパラメタや初期値を更新できるように同化手法を改善するととも

に、地殻変動以外の観測データ（特に地震活動データ）の同化手法を開発する。  
 

(d) ８か年の年次実施業務の要約  

平成 25 年度: 

これまでに整備した地殻変動データのコンパイル結果に最新データを加えて、追

加解析を行うとともに、過去の豊後水道や八重山のゆっくりすべりで逐次同化の模

擬テストを行う準備を進めた。また、観測データベースの仕様を検討し、東北地方

太平洋沖地震前後のデータのコンパイルを始めた。複数データの尤度評価手法の開

発を進めた。  

平成 26 年度: 

前年度までに整備した地殻変動データのコンパイル結果に最新データを加えて、

さらに追加解析を行うとともに、過去の豊後水道や八重山のゆっくりすべりで逐次

同化の模擬テストを行った。また、観測データベースの仕様を決め、東北地方太平

洋沖地震前後のデータを引き続きコンパイルした。複数データの尤度評価手法の開

発に着手した。  

平成 27 年度：  

東北地方太平洋沖地震前後のデータ整備・解析を進め、シミュレーションデータ

ベースを構築した。地震前後のすべりに対する予測の試行実験に向けて、観測デー

タをある程度定量的に再現するシミュレーションモデルを構築した。このようにし

て得られたモデルによるシナリオでは、日本海溝における M９クラスの地震発生後

から次の宮城県沖地震発生までの間隔が、M９地震発生以前の繰り返し間隔よりも

短くなる傾向が見られた。また、西南日本よび南西諸島における地殻変動データの

整備・解析を進め、プレート沈み込みおよびゆっくり地震の解析を行った。更に、

プレート境界におけるすべり発展予測システム構築に向けてモデルパラメタを逐

次更新するデータ同化手法の開発に着手した。 

  平成 28 年度：  

前年度に引き続き、東北地方太平洋沖地震前後のデータの解析と、シミュレーシ

ョンデータベースの蓄積を行うとともに、データ同化手法を用いた推移予測の模擬

テストに着手した。前年度までに整理した地殻変動データを統合して解析するため、

日本列島のブロック運動モデルの解析手法の開発を実施した。西南日本における地

殻変動データ解析を継続し、ゆっくりすべりやプレート間固着といったすべりの時

空間発展予測システム構築に向けて、モデルパラメタを逐次更新する手法を開発し

た。  

平成 29～30 年度：  

模擬テスト結果にもとづいて同化手法を改善するとともに、すでに一部発生した

豊後水道のゆっくりすべりでリアルタイム予測試行実験を行う。地震活動データの

同化手法を提案するとともに、観測データベースに地震活動を加える。  

平成 31～32 年度：  
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模擬テスト結果や手法改良研究にもとづいて同化手法の改善を進めるとともに、

南海トラフならびに日本海溝において、リアルタイム予測試行実験を行い、予測の

問題点を整理する。また、地殻変動・相似地震と地震活動データを用いた同化シス

テムのプロトタイプを構築する。  

 

(e) 平成 28 年度業務目的 

余効すべり・ゆっくりすべりデータ同化手法の開発の継続、豊後水道ゆっくり地

震域などへの適用、動的破壊過程を含む地震サイクル計算コードの開発、準動的地

震サイクル計算の高速化および粘弾性を考慮した南海トラフ巨大地震と内陸地震

サイクル計算の準備を行なう一方、震源のスケーリング則を踏まえた強震動予測の

ための巨大地震に対する震源モデル構築と、震源域から都市圏にかけての、主とし

て長周期地震動生成に関係する地殻・堆積層地震波速度構造モデル評価を継続する。 
 

(2) 平成 28 年度成果 
①地殻変動データ整備および東北地方太平洋沖地震の余効変動解析  

(a) 業務の要約  

本プロジェクトでは過去の地殻変動データの整理、有限要素モデルの構築等を実施

してきた。本年度では、それらの成果を統合して解析するため、日本列島のブロック

運動モデルの解析手法の開発を実施した。新規に開発されたブロック運動解析モデル

の特徴は、（１）マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC）に基づく解析手法（２）プ

ログラムの設定の簡素化（３）赤池情報量基準（AIC）に基づく最適なブロック分割

（４）有限要素モデルによる応答関数の取り込みである。これらの解析手法を開発し、

日本列島全体を含む周辺領域のブロックモデルを構築した（図３－９－①－１）。西南

日本における海洋プレートの沈み込みは複数の内陸ブロック運動と相互に影響しあっ

ており、これらの相互作用を定量的に評価することが重要である。特に、海洋プレー

ト境界の固着の深部下限は内陸ブロックの運動とトレードオフが予想され、これらを

定量的に見積もることは大都市の近傍での地震の影響を評価する上で重要である。

MCMC 手法ではこれらを評価することが可能である。  

GPS 観測データからは、日本島弧の地殻変形において、有意な非弾性変形の生じて

いることが、東北沖地震前後の地殻ひずみ速度分布の比較から明らかとなった。日本

列島の地殻変動を扱う際、特に地殻変動データからプレート境界における固着・すべ

り分布等を推定する際には、島弧地殻内の非弾性変形の影響を考慮することが必要不

可欠であることを示す。実際に、GPS データに基づく弾性ひずみ収支の議論から、東

北沖地震の再来間隔が 307～510 年と見積もられた。これは、津波堆積物に基づく従来

の推定値の下限と整合的な値である。  
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図３－９－①－１ 本解析プログラムで設定した日本列島の周辺領域を 15 ブロック

に分割した例。左上は広域的なブロック分割、赤い枠を拡大したのが右下の図である。  

 

(b) 業務の実施方法  

1) ブロック断層モデルとプレート間固着の同時推定手法開発  

既存のブロック運動モデル解析は、地殻を複数のブロックに分割し、各ブロックの

運動とブロック境界におけるすべり欠損ベクトルを最小二乗法あるいは、非線形最小

二乗法をもちいて推定する手法が採用されている。これらの手法により推定された内

陸ブロックの運動と海洋プレートの沈み込みに伴う地殻変動の解釈には内陸ブロック

運動とのトレードオフの考察が必要となる。新規に開発された解析手法では、MCMC

に基づく解析手法を採用することで、既存のブロック運動モデルの解析ではできなか

った、推定パラメータ間の共分散解析が可能になる。なお、本解析手法によって推定

されるパラメータ群はブロック運動の位置ベクトルとブロック間の相対運動に伴うす

べり遅れ（カップリングレート）である。また、本解析プログラムではブロック運動

とすべり遅れに関する方程式系を最適化し、並列計算により計算効率を向上させてい

る。一般的にブロック運動モデルの構築には複数のブロック境界を設定する必要があ

るが、それらの設定の煩雑性を軽減させるために、容易に試行錯誤できるような設計

を導入した。基本的な設定はブロックを定義する座標ファイルのみで、隣接するブロ

ックの組み合わせやブロック境界の小断層の設定は自動的に行うことができる。本解

析プログラムはデジタル活断層マップなどを用いてブロックを定義することを想定し

ており、境界定義ファイルを最適化する編集プログラムも作成している。一方、ブロ

ック領域の選択は、活断層などの先験情報に基づき設定を行うため任意性が生じる。

そのため、剛体運動のみを考慮した剛体運動モデルを構築し、複数モデルの AIC によ

る評価を容易にできる枠組みを作成した。なお、これらのプログラム群は作成の段階
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から GitHub 上で個々のプログラムを作成しており、自由に使用することができる。  

2) 島弧地殻における非弾性ひずみの分離  

 日本列島では、GPS 等の地殻変動データを用いてプレート境界の固着（すべり遅れ）

分布の推定が繰り返し行われてきているが、そこでは、地殻変動データがプレート境

界の固着による弾性変形を反映することが暗に仮定されていた。一方、活断層の周囲

に局在化するような地殻ひずみも見つかっていたが、その変形メカニズムやプレート

境界の固着との関係は明らかになっていなかった。2011 年東北地方太平洋沖地震は、

それまで東西圧縮下にあった東北日本を大きく東西方向に引き延ばし、余効変動でも

東西伸張が継続している。地震前と地震後の地殻変動パターンを比較すれば、島弧地

殻の地殻変形をプレート境界に起因する弾性変形と内陸部に起源を持つ非弾性変形の

効果を分離できると考えた。本研究では、東北日本における地殻ひずみ速度分布を分

布の波長によって長波長成分と短波長成分に分離することを試みた。これは、プレー

ト境界に起因する弾性変形は広域にまたがる長波長分布を持ち、活断層などに固有の

非弾性変形は波長成分として現れると考えたためである。まず、GEONET の日座標デ

ータ（F３解）から各観測点の速度を計算し、それをデータとして、Shen et al. (1996)

の方法を用いて地殻ひずみ速度分布を求めた。本研究では、地震前後の変化が顕著な

東西方向のひずみ速度成分に着目し、その分布に対して半径 65km の範囲で移動平均

を計算することにより、地殻ひずみ速度の長波長成分を求め、さらに元のひずみ速度

分布から長波長成分を差し引いて短波長成分を求めた（図３－９－①－３）。  

 

(c) 業務の成果  

1) ブロック断層モデルとプレート間固着の同時推定手法開発  

日本列島全体のブロック運動モデルを構築し、テストを実施した（図３－９－①－

２）。広域のブロック境界は Bird (2003)をベースに、日本列島内部のブロックは活断

層詳細デジタルマップ（中田・今泉，2002、東京大学出版会）に記載されている活断

層地表トレースデジタルデータをベースに構築し、日本列島の周辺を 15 のブロックに

分割しテストモデルを作成した。また、ブロック境界については、総計 38 のブロック

境界のうち 16 のブロック境界については明示的に断層形状を設定した。特に海洋プレ

ートの沈み込み帯におけるプレート上面の形状については、西南日本の 605 点の

GEONET 観測点および、24 点の海底地殻変動観測点から得られた速度ベクトルである。

これらのブロック境界設定と観測データにおいて、本プログラムが正常に機能するこ

とが確認できた。  

2) 島弧地殻における非弾性ひずみの分離  

図３－９－①－３に示すように、地殻ひずみの長波長成分は地震前と地震後で変形

のセンスが縮みから伸びへと反転しており、主として弾性変形を反映したものである

ことが分かる。一方、短波長成分に注目すると、東北日本の日本海側の日本海東縁ひ

ずみ集中帯と呼ばれる場所において、地震前後を通して局所的な短縮変形が持続して

いることが分かる（図３－９－①－３下の赤い破線で囲んだ領域）。全体として東西伸

びの変形が生じている中で局所的な東西短縮変形が存在することは、この短縮変形は
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島弧地殻内における非弾性的な過程の現れであることを意味する。この非弾性的なひ

ずみ速度の空間分布や大きさは、地質学的に推定された地殻ひずみ速度と良く一致す

ることから、現在進行中の地殻変形を代表する測地データから長期的な地殻ひずみ速

度を抽出できたと言える。  

 この短波長の東西短縮ひずみ分布のモデル化を試みると、下部地殻および上部地殻

の一部に及ぶような断層が年間 10～20mm の速度で非地震性のすべりを生じていると

考えることで説明できる。東北日本では、地震時および地震後に顕著な東西伸張変形

が生じたが、地殻内地震のメカニズムは基本的に東西圧縮で変わっていない。これら

のことを考え合わせると、長期間にわたって蓄積された東西圧縮応力は東北沖地震に

よって殆ど影響を受けておらず、この東西圧縮応力によって非地震性すべりが駆動さ

れていると考えられる。また、こうしたプロセスは日本島弧の地殻変形を考える上で

本質的に重要であり、プレート境界地震の地震間の地殻変動においても 10～30%程度

が非弾性変形によって賄われていると推定される。  

 地殻ひずみに関する知見から、プレート境界地震の地震間に観測される地殻ひずみ

の大部分は弾性変形を反映するという池田（1996）の仮説が支持される。この仮説は、

地震間の地殻ひずみが巨大地震に伴ってすべて解消されることを要求し、逆に、その

ことを仮定すれば、弾性ひずみの収支の観点から巨大地震の発生間隔が議論可能とな

る。そこで、GEONET の両津－牡鹿基線に注目して、地震間の基線長変化率と地震に

伴う伸びの量との比較から、巨大地震の発生間隔の推定を試みた（図３－９－①－４）。

東北沖地震前の基線短縮率は年間約３cm であり、2011 年の地震時および地震後の基

線の伸びは約 5.1m である。これらの数値から単純計算すると、巨大地震の発生間隔は

170 年となるが、これは事実と明らかに反する。非弾性変形の寄与（地震間短縮の 10

～30%）、M７級地震の寄与（100 年間で５回程度５～10cm の伸び）、隣接地域の巨大

地震の影響（最大１m 程度）、余効変動の影響（定常的な短縮が開始するまで 50～100

年）などを考慮した結果、再来間隔は 307～510 年と推定された。この値は津波堆積物

から推定されている 400～800 年という推定の下限とほぼ整合するが、800 年といった

長い間隔とは矛盾することが分かった。このように、近年の測地データに基づいて地

震の再来間隔が議論できる可能性が示された。 
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図３－９－①－２：本解析プログラムで設定した日本列島の周辺領域の三次元的なブ

ロック境界分割例。右図が日本列島周辺も含めたブロック分割図で広域的なモデル。

左図は右図の赤枠の中を拡大した、主に西日本を拡大したブロックモデル。赤の矢印

は解析対象とする GNNS 観測点と海底地殻変動ベクトル。  

 

 

図３－９－①－３ GEONET から求めた東北地方太平洋沖地震前後の東西方向のひ

ずみ速度成分の分布。緑から赤は伸びの、水色から青は縮みの変形を現している。▲

は火山、赤い破線の四角で日本海東縁ひずみ集中帯を示す。上段はオリジナルの歪み

速度分布、中段は移動平均により求めた長波長成分の歪み速度分布、下段は長波長成

分を差し引いて得られる短波長成分の歪み速度分布である。各図とも左から順に 1996

～1999 年、2011 年～2012 年、2012 年～2013 年、2013 年～2014 年の結果を示してい

る。東北地方の日本海側は長波長成分では地震前後でひずみ速度が負（縮み）から正

（伸び）へと反転したが、短波長成分で見ると、日本海東縁ひずみ集中帯付近に局所

的な短縮変形が常に存在していることが分かる（Meneses-Gutierrez and Sagiya, 2016）。 

 

1996-1999 2011-2012 2012-2013 2013-2014 
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図３－９－①－４ 両津（950232）－牡鹿（960550）間の 1996 年～2016 年までの基線

長変化。東北地方太平洋沖地震前は年間約３cm の短縮が生じていた。2005 年宮城県

沖地震で５cm 程度の伸びが生じ、2011 年東北地方太平洋沖地震およびその後の余効

変動で 5.1m の伸びが生じたが、余効変動は終息しつつある。  

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

本年度はブロック運動解析プログラムを開発しそれらが正常に機能し基本的な解析

が可能であることが確認できた。一方で、まだ導入されていない機能としてブロック

内の歪の推定、FEM による GREEN 関数導入のテスト、時系列解析などがあり、これ

らをプログラムに実装していく必要がある。  

また、日本列島では、プレート境界に起因する弾性変形とは独立に、活断層等に関

連する非弾性変形が地殻深部で進行していることが見出された。こうした非弾性変形

は、地殻内の応力場によって駆動され、プレート境界の地震等にはあまり影響を受け

ないと考えられる。この結果は、ブロック断層モデルの導入に対して観測面からその

妥当性を支持する。  
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②東北地方太平洋沖地震前後の地殻活動の特徴抽出  

(a) 業務の要約  

 東北地方の海陸地殻変動観測・地震データを用いて、2011 年東北地方太平洋沖地震

の発生以前および以降に発生したプレート間固着強度の時空間ゆらぎの予測実験を継

続して進めた。今年度は特に、2011 年東北地方太平洋沖地震の発生以前のスロースリ

ップイベントの再検討および東北地方太平洋沖地震の北部隣接領域における海溝海側

の地震活動の特徴について検討を進めた。その結果、東北沖地震の際に海溝海側で地

震活動が誘発されたのとは逆に、1933 年の昭和三陸地震の際は、海溝海側の地震の後、

プレート境界の地震が誘発されていた可能性が高いことがわかった。このような海溝

海側の地震の特徴は、プレート境界地震のすべりのサイクルを考える上で、アウター

ライズでの変形（地震）の影響を共に考える必要があることを示す。また、東北沖地

震が関東地方下の地震活動に与えた影響を、繰り返し地震を用いて調べた。プレート

境界面でのスロースリップの速度に加え、すべりの方向の時間変化を精度よく推定す

ることにより、太平洋プレートとフィリピン海プレートの２つのプレートについて、

沈み込み速度の加速が起きたと推定された。この加速が地震活動の増加の原因の１つ

と考えられる。また、2011 年東北地方太平洋沖地震直後の余効変動場の高精度な把握

のために、キネマティック GNSS 解析の高精度化を進めた。さらに 2011 年東北地方太

平洋沖地震発生前に発生したスロースリップイベントの再検討を、海底水圧計データ

の再解析によって行った。その結果、これまでにスロースリップイベントが推定され

ていた断層位置よりもプレート境界浅部に断層を仮定しても、データを説明できる可

能性を示した。  

 

(b) 業務の成果  

1) 1933 年の三陸沖アウタートレンチ地震の研究 

 1933 年の昭和三陸地震 (Mw8.4) は現在知られている最大の海溝海側の地震である。

2011 年東北沖地震の際、海溝海側での地震が誘発されたが、本研究では、その北側領

域で発生した昭和三陸地震の際の地震活動について調べた。 気象庁による読み取り値

と Zhang and Thurber (2003)による tomoFDD コードを用い、３次元速度構造で震源を再

決定した（図３−９−②−１）。３次元速度構造は、速い沈み込むプレートのマントル部

分 (Tonegawa et al., 2006; Hino et al., 2009; Kawakatsu et al., 2009)、遅い海域の地殻  

(Matsuzawa et al., 1987; Kawakatsu and Watada, 2007; Tsuji et al., 2008; Yamamoto et al., 

2008; Hino et al., 2009)、前孤域での浅いモホと速いマントル (Ito et al., 2004; Ito et al., 

2005)を取り入れ新たに構築した (Uchida et al., 2016a)。その結果、余震が海溝陸側と
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海側の両方にまたがって発生しており、海溝海側の地震により陸側のプレート境界に

沿った地震が誘発された可能性があることがわかった。さらに、水沢観測点のすす書

き波形記録の特徴も調べ、1933 年の海溝海側および陸側の地震が、現在の陸域観測点

で得られる海溝海側および陸側の地震の波形の卓越周波数と同様の特徴を示すことが

分かった。このことは、海溝をまたぐ震源分布が誤差によるものではないことを示唆

する。また、津波の初動波形と海溝海側での地震の分布を用いた考察から、海溝海側

においても複数の断層が動いた可能性が示唆された。さらに、海底地形および最近の

地震活動との比較から、東北沖の海溝海側には、地震活動や断層の分布に地域性があ

り、そのなかの１つのセクションで 1933 年の地震が起きたことが示唆された。このよ

うな海溝海側の地震活動の特徴は、沈み込むプレートの応力状態や、プレート境界の

地震との相互作用など、海溝近傍の浅部沈み込み過程の特徴の一端を明らかにするも

ので、プレート境界地震について特にその浅部のすべりのサイクルを考える上で、ア

ウターライズでの変形を共に考える必要があることを示す (Uchida et al., 2016a)。  

 

 
図３−９−②−１ ３次元速度構造を用いて再決定した 1933 年三陸沖地震から３ヶ月間

の余震分布。国立天文台水沢観測点（当時は水沢緯度観測所、図中四角）のすす書き

記録を用いた地震波形の卓越周期の分布。震源決定結果、地震の卓越周期（海溝外側

は高周波）ともに海溝を挟んだ東西の両側で地震が起きていることを示す。  
 

2) 東北沖地震後の関東地方の地震活動の調査  

 関東地方下の地震活動は 2011 年の東北沖地震後、長期にわたって活発な状況が続い

ている（図３−９−②−２）。このような地震活動がより大きな地震につながることも危

惧されており（例えば、Toda and Stein, 2013）、このような地震活動の原因を調べるこ

とは重要である。本研究では、関東地方下の３枚のプレート（太平洋プレート、フィ

リピン海プレートおよび陸のプレート）の境界で発生している繰り返し地震を用いて、
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この地域の地下のプレートの動きの時間変化を調べた。その結果、繰り返し地震の積

算すべりから、フィリピン海プレートの上面（図３−９−②−２）および下面の両方で、

東北沖地震後すべりレートが上昇していると推定された。さらに、繰り返し地震の波

形のモデリングにより、すべりの方向の時間変化を精度よく推定する手法の開発も行

い、これらのフィリピン海プレート上面および下面の繰り返し地震に適用した。その

結果、太平洋プレートとフィリピン海プレートの間の繰り返し地震に 2011 年の東北沖

地震前後で４度を超えるすべり方向の変化がなかったことを示した。これらの結果は、

東北沖地震後、太平洋プレートとフィリピン海プレートの両方について沈み  

込み速度の加速が起きたことを示す。この沈み込みの加速が首都圏に長期的な地震数

の増加をもたらした原因の１つと考えられる（Uchida et al., 2016b）。  

 

 
図３−９−②−２ （上）東北沖地震前後の地震数の推移。下図中の黒枠内（深さ０～90km）

の地震数は東北沖地震後増加し、2015 年においても元のレートに戻っていない。（下）

繰り返し地震データから得られたフィリピン海プレートと陸のプレートの間の変位速

度｡東北沖地震後全領域で加速が見られる。  

 

3) 2011 年東北地方太平洋沖地震直後の余効変動場モデル化のためのキネマティック

GNSS 解析の高精度化に関する研究  
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H27 年度に実施した本震直後の余効変動の特徴抽出を、より高精度に実施するため

に短い時間帯域の地殻変動場を把握するためのキネマティック GNSS 解析の高精度化

に関する研究を進めた。具体的には、最適な対流圏遅延パラメータの時空間的な安定

度を実際の GNSS データ時系列の安定性を用いて調べた。具体的には、座標時系列の

擾乱がもっとも小さくなる  (標準偏差がもっとも小さくなる) 天頂湿潤大気遅延量と

その勾配量のグリッドサーチによる探索を、特定の観測点において１年間通じて行い、

推定される最適対流圏遅延パラメータの時間変化を確認した。その結果、天頂湿潤大

気遅延量とその勾配量ともに冬季は値が小さく、夏季は大きいという年周変化が確認

された（図３－９－②－３）。この傾向は特に水平変動に対する勾配量の最適値時系列

において明瞭であった。これらの成果によって、最適な大気遅延パラメータの推定を

行うことで短い時間帯域の地殻変動場をより高い精度で捉えることが可能であること

を示した (Hirata and Ohta, 2016)。  

 

 
図３−９−②−３ GEONET 0098 観測点における 2010 年１年間の最適プロセスノイズ値の

時間変化を示した図。（左）上下変動に対する天頂湿潤大気遅延量の最適プロセスノイズ

値。灰色線が日毎の最適値、赤色線がそれの移動平均を取ったもの。僅かな年周変化が

認められる。（右）東西成分に対する天頂湿潤大気遅延量の勾配量の最適プロセスノイズ

値。灰色線が日毎の最適値、赤色線がそれの移動平均を取ったもの。明瞭な年周変化が

認められ、冬期はその値が小さく、夏季は大きいという傾向が確認できる。  

 

4) 2011 年東北地方太平洋沖地震発生前に発生したスロースリップイベントの再検討  

Ito et al. (2013) によって見出された 2011 年東北地方太平洋沖地震以前に発生した

プレート境界におけるスロースリップイベントについて、海底水圧計データの再解析

にもとづいて再検討を行った。Ito et al. (2013) では、海底水圧計に含まれる非潮汐海

洋成分を効率よく除去するために、隣接する２つの海底水圧計観測点の差を取った差

圧データにもとづいて地殻変動場を抽出していた。この方法の場合、地殻変動成分の

抽出を阻害する非潮汐海洋成分を効率よく除去できる大きなメリットがある一方で、

隣り合う観測点間の地殻変動場しか分からないというデメリットが存在した。そこで

本研究ではスロースリップイベントによる地殻変動の影響が少ないと考えられるより
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西側の海底水圧計４点の平均を基準とし、それらに対してスロースリップイベントが

発生した領域に近い東側の海底水圧計４点それぞれの地殻変動場を推定することによ

って、より空間波長の長い地殻変動場の推定を行った。さらに、得られた地殻変動場

にもとづいて、断層モデルの再検討を進めた。その結果、2011 年東北地方太平洋沖地

震の直前にあたる期間 (2011 年２月 19 日～３月８日) の地殻変動場できわめて明瞭

な上下変動パターンが確認された（図３−９−②−４）。また、得られた地殻変動場にも

とづいて推定された断層モデルでは従来推定されていた断層モデル (Ito et al, 2013)の

位置よりも、よりプレート境界浅部に断層モデルを仮定してもデータを説明できるこ

とが明らかになった（図３−９−②−４）。一方で、得られた地殻変動場には非潮汐海洋

成分等が未だ残存していることから、より詳細な再検討が今後必要であると考えられ

る。  

 

 
図３−９−②−４ (a) 2011 年２月 19 日～2011 年３月８日の間の海底水圧計によって捉えら

れた地殻変動場。西側観測点である P06, P02, P03, P07 を基準として、それに対する P08, 

P09, GJT3, TJT1 の地殻変動場をそれぞれ示す。(b) 得られた地殻変動場から推定された

断層モデルのうち、プレート境界浅部に推定されたもの(赤破線で示した断層、断層モデ

ル２)。オレンジ色で塗りつぶした矩形は Ito et al. (2013)で推定されたもの。(c) 得られ

た地殻変動場から推定された断層モデルのうち、プレート境界の深部側に推定されたも

の(赤破線で示した断層、断層モデル２)。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

H28 年度は東北地方の海陸地殻変動観測・地震データを用いて、2011 年東北地方太

平洋沖地震の発生以前および以降に発生したプレート間固着強度の時空間ゆらぎの予

測実験を継続して進めた。2011 年東北地方太平洋沖地震の発生以前のスロースリップ

イベントの再検討および東北地方太平洋沖地震の北部隣接領域における海溝海側の地

震活動の特徴について検討を進め、東北沖地震の際に海溝海側で地震活動が誘発され

たのとは逆に、1933 年の昭和三陸地震の際は、海溝海側の地震の後、プレート境界の

地震が誘発されていた可能性が高いことを明らかにした。また東北沖地震が、関東地

方下の地震活動に与えた影響を、関東地方下の３枚のプレート境界で発生している繰

り返し地震を用いて調べた。プレート境界面でのスロースリップの速度に加え、すべ

りの方向の時間変化を精度よく推定することにより、太平洋プレートとフィリピン海
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プレートの２つのプレートについて、沈み込み速度の加速が起きた可能性を示した。

また、2011 年東北地方太平洋沖地震直後の余効変動場を高精度に把握するために、キ

ネマティック GNSS 解析の高精度化を進めた。さらに 2011 年東北地方太平洋沖地震発

生前に発生したスロースリップイベントの再検討を、海底水圧計データの再解析によ

って行った。  

このように東北地方太平洋沖地震前後のプレート間固着強度の時空間ゆらぎ等に関

する諸情報に関する整理は確実に進みつつある。次年度以降もこれらの知見の整理を

着実に進め、その知見を、シミュレーションを通じた地震発生予測の高度化に結びつ

けていく必要があると考える。  
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③予測システムの検証・予測試行実験  

(a) 業務の要約  

プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行に向けて、前年度蓄積し

たシミュレーションデータベースを用いて、日本海溝でのプレート境界での固着・す

べりの逐次推移予測の試行実験に着手した。手法は南海トラフ域で既に行っているも

のを用いた。M９クラスの地震震源域内において M７クラスの地震が発生した後、観

測データに見られる地殻変動から、その後に発生する M９クラスの地震に至る過程を

見出せるかどうか数値実験で調べた。また、前年度に構築した地震発生サイクルの数

値シミュレーションモデル（日本海溝地域において 2011 年東北地方太平洋沖地震前後

の観測を、ある程度定量的に再現することができるモデル）を基にさらにシナリオの

蓄積を行った。  

 

(b) 業務の実施方法  

プレート間固着強度の時空間ゆらぎの同化の模擬テストを行うために必要なシミュ

レーションデータベースを蓄積する。これは、前年度構築した日本海溝地域のモデル

(Nakata et al., 2016)を基に、摩擦パラメタ A (= aσ)、B (= bσ)、L（特徴的すべり量）

について様々な空間分布を仮定して、地球シミュレータを用いた地震発生サイクルの
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フォワード計算によって行う。フォワード計算では、プレート境界で発生する地震の

繰り返しを、プレート相対運動からのずれの蓄積と解放過程としてモデル化する (e.g., 

Rice, 1993)。プレートの相対運動に起因するすべりによって生じる準動的近似でのせ

ん断応力変化と、強度の変化に伴うすべりの時空間変化を計算する。プレート境界面

の摩擦は、すべり速度・状態依存摩擦則 (Dieterich, 1979)に従うと仮定し、断層の構

成則は Nakatani (2001)に従うと仮定した。強度の時間発展則には、slowness (aging) law 

(Dieterich, 1979; Ruina, 1983)を用いた。地震波の放射によるエネルギーの減衰を準動的

に近似する項（ダンピング係数）は、これまでよりも約３分の１小さい値を仮定した

(Thomas et al., 2014)。 

推移予測の試行実験には、前年度までに蓄積したシミュレーションデータベースの

うち、M９クラスの地震のすべり域だけでなく、より多くの特徴について観測と整合

性のある 50 シナリオを用いた。これらのシナリオでは、三陸沖南部海溝寄りの地域（M

９クラスの地震の震源域内）で M７クラスの地震が発生してから M９クラスの地震が

発生するまでの時間差は、２時間～206 年である（図３－９－③－１）。各シナリオの

期間は M７クラスの地震が発生する 10 年前から M９クラスの地震が発生した 10 年後

までを用いる。  

データ同化に用いる物理値には、シミュレーションで得られたプレート境界面上の

すべりから計算した地殻変動の上下動成分を用いる。50 シナリオに対して、陸域

(GEONET)176 点と海域(S-net, GPS/A)96 点の計 272 点（図３－９－③－２）の座標値

における地殻変動を計算する。地殻変動計算に用いるグリーン関数は、均質・等方な

半無限弾性媒質で行った。地震発生サイクルシミュレーションでは、時間刻み幅可変

の Runge-Kutta 法を用いて時間積分をしているため、地殻変動を計算したのち、１日

間隔に線形に補間（内挿または間引き）した。 

同化手法は、南海トラフ地震を対象として、地殻変動観測の実データと地震発生サ

イクルシミュレーションで得られた M８クラスの地震発生に至る多数のシナリオを用

いて行ってきた、プレート境界での固着・すべりの推移予測の試行実験 (Hori et al., 

2014)に使用したものと同じものを適用する。粒子フィルタの一種である逐次重点サン

プリング（Sequential Importance Sampling; SIS）と呼ばれる逐次データ同化手法を適用

して、観測データとシミュレーションデータとの残差二乗和にもとづいて各シナリオ

の尤度を計算する。観測データ長はシミュレーションデータ長より短いため、シミュ

レーションデータに対して１ステップずつ観測データをずらしていき、残差が最小に

なるときの尤度を、そのシナリオの尤度とする。本年度は、50 シナリオのうち１つを

観測データ、つまり真のシナリオとして扱う。今回は前年度構築したモデル（Nakata et 

al., 2016）で得られたシナリオを真のシナリオとする。このシナリオでは、M７クラス

地震と M９クラス地震の時間差は 13 日である。尤度計算の観測データとして用いる

のは、真のシナリオ（約 20 年分）のデータのうち、M９クラス地震発生直前の１年間

（M９クラス地震震源域内で M７クラスの地震発生を含む期間；ケース１）または、

M９クラス地震発生５～６年前（M９クラス地震震源域内で M７クラスの地震が発生

していない期間；ケース２）である。この２通りで結果を比較した。 
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図３－９－③－１ 推移予測実験に用いた 50 シナリオでの、M７クラス地震とΜ９

クラス地震との時間差。(a)M７クラス地震と M９クラス地震との時間差が０～0.1 年

以内の 15 シナリオの頻度分布。(b) M７クラス地震と M９クラス地震との時間差が 0.1

～１年以内の４シナリオの頻度分布。(c) M７クラス地震と M９クラス地震との時間差

が１～10 年以内の 16 シナリオの頻度分布。(d) M７クラス地震と M９クラス地震との

時間差が 10～210 年以内の 15 シナリオの頻度分布。  

 

 

図３－９－③－２ 地殻変動観測点分布。黄三角が GEONET、青三角が S-net、赤三角が

GPS/A 観測点の位置を示す。  
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(c) 業務の成果  

全ての場合で、真のシナリオが最も尤度が高くなる（残差が最小になる）ことを確

認した。ケース１の観測データ期間で海域観測点のみを用いた場合、M９クラスの地

震の発生時期のばらつきは小さかった（図３－９－③－３）。ケース１の期間で陸域観

測点のみの場合（図３－９－③－４）や、観測点分布に関わらずケース２のデータ期

間で尤度を計算した場合、高尤度シナリオでも M９クラスの地震発生時期がばらつい

ていた。M７クラスの地震による地殻変動が、その後の M９クラス地震の発生予測に

は重要であることを示唆する結果が得られた。また、高尤度になりやすいシナリオと、

低尤度になりやすいシナリオには、M７クラスの地震が発生した時のすべり速度分布

（M９クラスの地震の震源域になるエリアの固着状態）に違いが見られた（図３－９

－③－５）。  

 

 
図３－９－③－３ ケース１の観測データ期間で、海域観測点のみを使用した場合の

上下変動の時間推移。右上の地図に赤い三角で示した位置での地殻変動。紫線は真の

シナリオを示し、T＝０～１年に紫線に上書きしている黒線は観測データを示す。赤

から青色の線は 50 シナリオを尤度の高い順に色分けしてある。縦軸の正の方向の大き

な変化が M９クラスの地震による変動である。 
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図３－９－③－４ ケース１の観測データ期間で、陸域観測点のみを使用した場合の

上下変動の時間推移。色は図３－９－③－３と同じ。このように M９クラス地震震源

域から遠くなる陸域観測点では、負の方向に数 m 変化している部分が M９クラス地震

による変動を示す。  

 

 

図３－９－③－５ M７クラスの地震が発生した時のすべり速度分布。(a)真のシナリ

オ。(b),(c)低尤度になりやすいシナリオ。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフや日本海溝でのプレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試

行に向けて、日本海溝地域において地震発生サイクルシミュレーションデータベース

の蓄積と、推移予測の試行実験に着手した。同化手法や予測の問題点を洗い出して、

推移予測手法を改善し、南海トラフ地域での試行実験に反映できる知見を得る必要が

ある。さらに多くのモデルで計算してシミュレーションデータベースを増やすととも

に、多数のシナリオにもとづいた今後の地震発生についての確率評価方法を検討する

ことが、今後の課題である。また、観測に基づく知見とより整合するモデルを得るた

めに、本「データ活用予測研究」課題で整理された観測データおよび開発された逐次

データ同化手法を取り入れながらパラメタ探索範囲を広げて、摩擦パラメタのチュー
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ニングを行うことが必要である。  
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④余効すべり・過去のゆっくりすべり同化手法の開発  

(a) 業務の要約  

1)  余効変動データによる東北地方太平洋沖地震の地震時すべり分布推定精度の向

上：数値実験 
 地震後に観測された余効変動データには粘弾性緩和を通して地震時すべりに関する

情報が含まれており、これらのデータを活用することで地震時すべり分布精度の向上

が見込まれる。2011 年東北地方太平洋沖地震では、陸域の GNSS 観測点（GEONET）

では地震前および地震後にわたり地殻変動連続データが、海域では海上保安庁による

GNSS 音響測距結合方式海底地殻変動観測（GNSS-A）による地殻変動観測が地震前

および地震発生３週間後に行われ（Sato et al., 2011）、地震時すべり推定データの有

力なデータとなった。その後,観測が続けられているが、およそ 2.5 年後から東北大学

による海底地殻変動観測が開始され、より多くの海域観測点で余効変動データが得ら

れている。こういった状況を数値実験で再現し、地震後に得られた余効変動データに

よる地震時すべり分布精度の向上を確認した。 
 
2) 内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 
 近年、着実に観測が進められている GNSS-A データと陸上の GNSS データを用い

て、南海トラフ沿い及び相模トラフ沿いのプレート間カップリングの推定を行った。

先行研究（Yokota et al., 2016）では考慮されていなかった内陸域のブロック運動を
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考慮し、朝鮮半島から関東地方までの解析領域を 15 のブロックに分割して、それぞ

れのブロック運動とブロック間断層における固着率を推定した。その結果、南海トラ

フ沿いのすべり欠損速度は全体として東に行くほど逓減する傾向があるが、日向灘

（132°E 付近）と紀伊半島沖の２か所（136°E 付近、137°E）にすべり欠損速度が

小さい場所があり、過去の大地震の震源域の端に対応していることがわかった。  

 

3) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE）  

  GNSS 等による地殻変動の連続時系列データから断層のすべりの時空間変化を推

定する手法である改良型のネットワークインバージョンフィルター（モンテカルロ混

合カルマンフィルタ、以下 MCMKF）（Fukuda et al., 2008）を、2013 年から 2015 年の

東海地方の GNSS 時系列データに適用し、プレート境界で発生するスロースリップイ

ベント（以下、SSE）の時空間変化を推定した。その結果 2013 年初頭から浜名湖の西

側で長期的 SSE と考えられるすべりが解析期間の最後（2015 年末）まで継続し、Mw6.5

相当のモーメントを解放したことに加え、2014 年１月と 2015 年５月に長期的 SSE の

深部延長側で短期的 SSE と考えられるすべりの急激な加速が推定された。長期的 SSE

と短期的 SSE の同時推定は従来の手法では困難であり、スムージングを可変とする

MCMKF の優位性が示された。  

 

4) EnKF（アンサンブルマンフィルタ）による摩擦パラメータおよびすべり発展予測

（豊後水道 SSE：数値実験）  

 これまで八重山 SSE を対象に、EnKF による SSE 断層面上の摩擦パラメータとす

べりの発展予測の数値実験を試みてきたが、本年度は豊後水道 SSE 領域において

EnKF 適用の可能性を探る数値実験を行った。その結果、八重山に比べ SSE の継続時

間が長いこと、および八重山では海域であるため観測点分布に問題があったが、豊後

水道では比較的観測点配置が良好なため、簡単なモデルでは EnKF による摩擦パラメ

ータおよびすべり発展の推定・予測が可能なことが分かった。  
 

(b) 業務の成果  

1)  余効変動データによる東北地方太平洋沖地震の地震時すべり分布推定精度の向

上：数値実験  

 地震後（時刻 t）に観測される余効変動𝑑𝑖(𝑡)（ある観測点でのある地殻変動成分 i）
は、離散震源断層セル j で生じるゆっくりした余効すべり𝑠𝑗(𝑡)による弾性応答と、地

震時すべり𝑠𝑗(0)および余効すべり𝑠𝑗(𝑡)が引き起こすマントルでの流動による粘弾性応

答からなり、次式の履歴積分で表せる。  

 

     𝑑𝑖(𝑡) = ∫ 𝐺𝑖𝑖(𝑡 − 𝑡′)𝑠𝚥̇(𝑡′)𝑑𝑡′
𝑡
−∞     

                   ≅ 𝐺𝑖𝑖(𝑡)𝑠𝑗(0) + ∫ 𝐺𝑖𝑖(𝑡 − 𝑡′)𝑠𝚥̇(𝑡′)𝑑𝑡′
𝑡
0+     (1) 

 
ここで、𝐺𝑖𝑖(𝑡)は震源断層セル j に単位すべりを与えた時のある観測点のある成分 i の
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時刻 t における地殻変動を表し、すべり応答関数と呼ばれる。式（１）の第１項から

分かるように、余効変動には𝐺𝑖𝑖(𝑡)𝑠𝑗(0)の形で、地震時すべりの情報が含まれている。

ただし、すべり応答関数𝐺𝑖𝑖(𝑡)は、exp(-t/τ)（τ :粘弾性緩和時間）で時間とともに減

衰するので地震後できるだけ早い時期（緩和時間τ内）に観測を始める必要がある。 

 図３－９－④－１に、実際の 2011 年東北地方太平洋沖地震前後における地殻変動観

測点を示す。赤点で示される陸域の国土地理院 GNSS 観測点（GEONET）では地震前

および後とも連続データが得られている。これに対し、海域では海上保安庁により青

く示した観測点で、地震前２～４ヶ月および地震後３週間に GNSS-A 観測がなされ

（Sato et al., 2011）、そのデータは地震時における特大すべり域の存在を示す貴重なデ

ータとなった（例えば、Iinuma et al., 2012）。その後、観測は年に３～４回程度続けら

れ（Watanabe et al., 2014）、これらの余効変動データを活用して余効すべり分布の推定

が行われている（例えば、Yamagiwa et al., 2015）。その後、広い領域に及ぶ観測点（緑

点）で、地震後 2.5 年後から東北大学による GNSS-A 地殻変動観測が行われ、余効変

動データが得られている。この 2.5 年後から始まった東北大学による観測では、地震

前のデータがないため、式（１）を地震時および余効すべりを推定する観測方程式と

することはできず、以下の式のように時刻 t と t+Δt の間の時間変化をデータとする観

測方程式を立てることになる。  

 

      Δ𝑑𝑖(𝑡 + 𝛥𝑡) = 𝑑𝑖(𝑡 + 𝛥𝑡) − 𝑑𝑖(𝑡)       
                   =(𝐺𝑖𝑖(𝑡 + 𝛥𝑡) − 𝐺𝑖𝑖(𝑡))𝑠𝑗(0) + ∫ 𝐺𝑖𝑖(𝑡 − 𝑡′)𝑠𝚥̇(𝑡′)𝑑𝑡′

𝑡+𝛥𝑡
𝑡  

                     + ∫ (𝐺𝑖𝑖(𝑡 + 𝛥𝑡 − 𝑡′) − 𝐺𝑖𝑖(𝑡 − 𝑡′))𝑠𝚥̇(𝑡′)(𝑡′)𝑑𝑡′𝑡
0+         (2) 

 

 数値実験に用いるモデルとして、Yamagiwa et al. (2015)と同じ層厚 50km の弾性層と

マクスウェル粘弾性層の２成層構造モデルを用いた。ただし、ソフトウェア Relax

（Barbot, 2014）を用いて粘弾性緩和計算を行ったため、弾性層と粘弾性層では同じ剛

性率を用いて、粘弾性層のマックスウェル緩和時間を 4.7 年とした。地震時および余

効変動模擬観測データを作成するための、仮定した真値となる地震時および余効すべ

りは、Yamagiwa et al. (2015)の結果を簡単化したもの（図３－９－④－２：真値）を用

いた。この成層粘弾性モデルおよび地震時・余効すべり分布に基づき、地震時および

地震後半年毎に 10 年間の余効変動データを模擬観測データとして作成した。  

 このように作成した余効変動模擬観測データから地震時・余効すべり分布を推定す

る断層の離散化および平滑化手法を含むインバージョン手法は、概ね Yamagiwa et al. 

(2015)に従った。ただし、データの扱いおよび用いる観測方程式を以下のように２つ

に分けて得られた結果を比較した。まず、手法①として、これまで多くの研究で用い

られているように、陸域の GEONET 地震時上下・水平３成分データに加え、海域の海

上保安庁観測点（青点）では半年後のデータを地震時データと見なし、弾性応答イン

バージョンで、地震時すべり分布を求めた（推定①）。手法②として、陸域 GEONET

地震時データを用いた弾性応答インバージョンに加え、海域の海上保安庁観測点（青

点）では、地震前からのデータを基準として、半年後の水平変動データから、式（１）
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に基づき地震時および半年間の余効すべりを推定、更にそれ以降は半年毎の水平変動

成分の時間変化を表す式（２）を用いて、地震時・余効すべり分布の推定を行う。東

北大学観測点（緑点）については 2.5 年後から式（２）を観測方程式として、地震時

および半年毎の余効すべり分布の推定を行った。  

 手法①と②により推定された結果を比較して、図３－９－④－３に示す。仮定した

地震時すべり分布（真値）と並べて、手法①②による地震時すべりの推定値と真値の

差の分布を示している。宮城沖より北の東北大学観測点（緑点）付近では推定①に比

べて、推定②では真値に近い解が得られ、地震時すべり分布の推定精度が向上したこ

とが分かる。  

 

 
図３－９－④－１ 陸域 GNSS および海域 GNSS-A 観測点分布。陸域：GEONET(赤点)、 

海域：海上保安庁（青点）、東北大学（緑点）。 
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図３－９－④－２ 仮定した東北地方太平洋沖地震時および余効すべり分布モデル。

（左）地震時すべり分布。（右）余効すべり分布（地震後半年毎４年間）。これらのモ

デルは、Yamagiwa et al. (2015)を簡単化したものである。  

 

 
図３－９－④－３ 地震時すべり分布推定結果。（左）仮定した地震時すべり分布（真

値）。すべり量を表すカラースケールは±45m。（中）手法①（GEONET＋海上保安庁

（青点）の地震時データを用いた）で推定した地震時すべり分布から仮定した真値す

べり分布（左図）を引いたもの。（右）手法②（地震時に加え、余効変動データを用い

た）で推定した地震時すべり分布から仮定した真値すべり分布を引いたもの。中図・

右図ですべり量の差を表すカラースケールは±12m。  
 



353 
 

2) 内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 
海底の地殻変動データとして、海上保安庁と名古屋大学が設置した 23 点の GNSS-A

観測点の水平速度（Tadokoro et al. (2012); Yasuda et al. (2014); Watanabe et al. (2015); 

Yokota et al. (2016)のデータを一部アップデートしたものを利用）と、陸上の地殻変動

データとして、国土地理院の GEONET や大学等が設置した 840 点の GNSS 観測点の水

平・上下速度を用い、地震間地殻変動を陸域のブロック運動とブロック境界断層の固

着による弾性変形の和で表すモデル（ブロック断層モデル、例えば、McCaffrey et al., 

2002）により、プレート間カップリングの推定を行った。用いた観測点の水平速度ベ

クトルをアムールプレート固定で表示したのが図３－９－④－４である。  

図３－９－④－５に南海トラフと相模トラフから沈み込むプレート境界面における

すべり欠損速度（＝プレート間相対運動速度—実際のすべり速度）を表す。すべり欠損

速度分布のパターンは、海底の地殻変動データを用いた先行研究（Yokota et al., 2016）

と似ているが、すべり欠損速度は東に行くほど逓減する傾向がある。これは、陸側と

海側プレートの両方で南海トラフ以外にもプレート間の相対運動をまかなう断層系が

あり、南海トラフでの相対運動速度が東に行くほど逓減するからである。また、すべ

り欠損速度が大きい深さ 10～25km の領域で、132ºE 付近と 136ºE 付近は比較的すべ

り欠損速度が小さいことが推定された。この領域は、過去の南海トラフ地震のセグメ

ント境界と考えられており、地震間のカップリングが比較的弱い場所が地震の動的破

壊伝播のバリアとして働いている可能性が示唆される。  
 

 
図３－９－④－４ 海陸地殻変動データを統合した西南日本の地震間地殻変動速度。

黄色の矢印はプレート運動モデルに基づくフィリピン海プレートの運動方向。  
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図３－９－④－５ 海陸地殻変動データより推定した南海トラフ及び相模トラフ沿い

のすべり欠損速度分布。網掛けの領域は、推定誤差が 20mm/yr 以上の領域。なお、フ

ィリピン海プレートの等深線は 10km 毎のコンターで表されており、青線は陸域での

ブロック境界を示している。  
 

3) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE）  

2008 年１月から 2015 年 12 月までの期間において、東海地方の GEONET 222 観

測点の GNSS データから日座標値を算出し、定常トレンドやオフセット、季節成分、

東北沖地震の余効変動を推定・除去した上で、MCMKF を用いて 2013 年１月から 2015
年 12 月までのフィリピン海プレートと陸側プレートの境界面におけるすべりの時空

間発展を推定した。この期間には、Ozawa et al. (2016)により長期 SSE が発生してい

ることが報告されているが、期間全体のすべり分布（図３－９－④－６左図）からは、

浜名湖の西側で最大約７cm のすべりが見られ、この期間に発生した長期 SSE に対応

するものと考えられる。図３－９－④－７は、図３－９－④－６左図に示した各領域

におけるモーメントの時間発展を示したものであるが、図３－９－④－６左図の赤色

四角領域や桃色四角領域では、2014 年１月と 2015 年４月にモーメントの急激な増加

が見られ、その期間のすべり分布を図３－９－④－６中図と図３－９－④－６右図に

示す。これらのすべりの中心は、長期的 SSE の深部側に位置し、深部低周波微動の発

生位置とも一致しており、短期 SSE の発生を捉えたものである。一方、長期 SSE の

中心部（青色四角領域）では、解析期間を通してほぼ一定速度でモーメントが解放さ

れており（図３－９－④－７青線）、短期 SSE の発生による影響は見られなかった。  
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図３－９－④－６ プレート境界面におけるすべり（カラースケール。単位は cm）と低

周波微動の震源（赤丸）分布。（左）2013 年１月から 2015 年 12 月まで。（中）2014 年１

月 17 日から２月 20 日まで。（右）2015 年４月１日から４月 30 日まで。 
 

 
図３－９－④－７ 図３－９－④－６（左図）の赤色、桃色、青色のすべり領域にお

けるモーメント解放量の時間変化。Episode１と Episode２はそれぞれ、2014 年１月と

2015 年４月に発生した短期的 SSE の期間を示す。  

 

4) EnKF（アンサンブルマンフィルタ）による摩擦パラメータおよびすべり発展予測

（豊後水道 SSE：数値実験） 
観測データと物理モデルを融合した逐次データ同化の一手法である EnKF（アンサ

ンブルカルマンフィルター）（淡路・他、2009）による SSE（スロースリップイベン

ト）領域での摩擦パラメータおよびすべりの発展を推定・予測する数値実験をこれま

で八重山地域で行ってきたが、今年度は豊後水道 SSE 領域で数値実験を行った。 
図３－９－④－８左図には、収束速度(Vpl)6.5cm/年で沈み込むフィリピン海プレー

ト境界面上に設置した豊後水道 SSE 円形パッチ（半径 R=40km）モデルの幾何学的

構造を、図３－９－④－８右図にこのモデルの地図上での位置およびこの地域におけ

る国土地理院 GNSS 観測点（GEONET）配置図を示す。なお、プレート境界面は２
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km のサイズの 3000 個の矩形小断層セルに分割され、速度状態依存摩擦則に基づいて

各セルでの状態変数およびすべり発展の数値シミュレーションを実行する。  
まず、豊後水道 SSE を再現する速度状態依存摩擦則に基づくモデルを構築した。摩

擦パラメータ A、L は断層面上で一様とし、それぞれ、100kPa、50mm とし、B の値

は円形パッチの外および内側で、それぞれ 30kPa、180kPa と設定した。従って、円

形パッチ内では A-B<０の速度弱化、外側では A-B>０の安定すべり域となる。円形パ

ッチ内では、震源核形成過程における臨界半径 Rc とパッチの半径 R の比は、R/Rc=0.9
となり、高速破壊に至らずゆっくりすべりが繰り返し発生する。このモデルにより発

生した SSE すべり分布の時間発展を図３－９－④－９に示す。図３－９－④－９左図

は、断層モデルの中心を通り深さ方向での測線に沿ってのすべり速度の時間発展を、

右図は中心部でのすべり速度の時間発展を示しており、SSE が約 6.7 年で繰り返し発

生し、その継続時間（ここでは円形パッチの中心部のすべり速度 V が Vpl を超える時

間：右図の桃色を付けた期間）は約 1.5 年となることが分かる。このように、実際に

観測されている豊後水道 SSE の繰り返し間隔と発生期間におおよそ対応するモデル

となっている。 
次に、このモデルに基づき、図３－９－④－８右図の GEONET 観測点での地表変

位速度を計算し、SSE 発生時には１日、それ以外の期間には５日毎に模擬データを作

成した。このデータを模擬観測データとして、3000 個の各断層セル内のすべり速度（お

よび状態変数）、および一定値とした A、L、パッチ内の B-A の値を推定すべきパラメ

ータとして、40 個のアンサンブルメンバーを用いて EnKF により逐次推定した。そ

の結果を図３－９－④－10 に示す。上図は図３－９－④－９右図に対応した中心部に

おける仮定したモデルによるすべり速度（True）と推定した各アンサンブルメンバー

のすべり速度（Ens.Members）を示す。中図には、推定した A、B-A、L の更新過程

を、また下図には、図３－９－④－９左図に対応して、(Vest-Vtrue）/Vtrue（Vest：
推定したすべり速度、Vtrue：モデルによる真のすべり速度）の値を示している。こ

のように、同じ SSE が繰り返すというモデルであるが、初期推定値から、特に SSE
が発生する度に真値に向かって更新され、４回の SSE 後にはほぼ真の値に収束してい

ることが分かる。 
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図３－９－④－８ （左）豊後水道 SSE パッチモデル。角度 15 度、プレート収束速

度 Vpl=6.5cm/yr で沈み込むフィリピン海プレート境界面上の安定すべり域 (青色：

A-B=70kPa)の中に半径 R=40km のすべり弱化域（赤色：A-B=-80kPa）のパッチをおき、

L=50mm として、繰り返し間隔 6.7 年、継続時間（中心域でのすべり速度 V が Vpl を

超える時間）が 1.5 年となる SSE の繰り返し発生様式をモデル化した。（右）豊後水道

SSE モデルと、地表での変位速度模擬観測データを作成した GEONET 観測点配置図。 

 

 

図３－９－④－９ モデルにより作成された SSE すべり速度の時間発展。（左）中心

を通る深さ方向への測線に沿ってのすべり速度分布の時間発展を示す。黄色部分が

SSE 発生時で、SSE 発生後、固着（紫色）し、徐々に浅部および深部から固着が剥が

れ次の SSE 発生に向かう様子が見て取れる。（右）中心部におけるすべり速度の時間

発展を示す。桃色部分が V≧Vpl となる SSE 発生期間を示す。  
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図３－９－④－10 EnKF による結果。（上）中心部のすべり速度の時間変化で、紫が

アンサンブル値、青がモデルすべり速度を示す。（中）摩擦パラメータ A、パッチ内の

A-B、L のアンサンブルメンバー値の更新過程を示す。（下）図３－９－④－６左図

（Vtrue）に対応する推定値 Vest との差の割合（Vest-Vtrue）/Vtrue の更新過程を示す。

４サイクルではほぼ正しく推定されていることが分かる。なお、上・中図の赤く囲っ

た部分は SSE 発生時を表す。  
 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1)  余効変動データによる東北地方太平洋沖地震の地震時すべり分布推定精度の向

上：数値実験 
数値実験ではあるが、実際の粘弾性構造が既知という条件下では、地震後に海域で

観測された余効変動データを用いることで、地震時すべり分布の推定精度を向上させ

ることが分かった。式（１）から明らかなことであるが、余効変動データ解析は余効

すべりの推定に重点がおかれ、地震時すべりの推定にも役立つといった視点は、これ

まであまり強調されてこなかった点である。 
今後は、実観測データへの適用はもちろんであるが、実際の粘弾性構造の問題、ま

たここでは全く議論していないが、地震時すべりと余効すべり推定のトレードオフな

どの問題に取り組む必要がある。 
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2) 内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 
陸側及び海側プレート内のブロック運動を考慮して、海陸の地殻変動観測データか

ら南海トラフ及び相模トラフでのプレート間カップリングの推定を行った。南海トラ

フ沿いのすべり欠損速度は深さ 10～25km で大きいが、東に行くほど逓減し、136°E
付近で局所的に小さいことが推定され、過去の南海トラフ巨大地震の震源域と関連し

ていることが示唆される。今後の課題として、弾性変形の計算に海底地形を考慮する

ことや、トラフ軸近傍や日向灘以南の領域では、依然としてすべり欠損速度の解像度

が低いため、海底地殻変動観測網の拡充が望まれる。  
 

3) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE）  

 東海地方の GEONET データと MCMKF によるプレート間すべりの推定手法を用い

て、2013～2015 年に発生した東海長期 SSE のすべりの時空間発展を推定した。浜名

湖の西でこの期間にほぼ一定速度で継続する長期 SSE のすべりと、2014 年１月と

2015 年４月にはその深部で短期 SSE に伴う急激なすべりの加速が推定された。短期

SSE に伴う地殻変動は数 mm 程度と小さいため、従来の解析手法では平滑化によって

見過ごされてしまうことが多かったが、時間方向の平滑を可変とした MCMKF により、

その両者を同時に推定することが可能であることが示された。今後の課題としては、

長期 SSE と短期 SSE、深部低周波微動などの他のスロー地震との関係について詳細

な解析・考察を進めていくことや、2000 年代前半に発生した東海 SSE を含め GNSS
観測が開始された、1990 年代半ば以降のすべりの時空間発展を推定することにより、

この地域のプレート間すべりの特性を明らかにしていくことが挙げられる。  
 
4) EnKF（アンサンブルマンフィルタ）による摩擦パラメータおよびすべり発展予測

（豊後水道 SSE：数値実験） 
単純なモデルではあるが、豊後水道 SSE を再現するモデルを構築し、そのモデルに

より GEONET 観測点での地殻変動模擬観測データを作成し、EnKF による断層面に

おけるすべり速度と摩擦パラメータ推定の逐次データ同化を試みた。その結果、パッ

チ内で摩擦パラメータが一様という簡単なモデルでかつ、繰り返し同じ SSE が発生す

るというモデルを用いた数値実験からは、４回程度の SSE 発生後にはほぼ真値に収束

することが確認された。 
今後は、摩擦パラメータの不均質を導入した複雑なモデルや実際のプレート面形状

を考慮したモデルにより EnKF 適用の可能性を探り、実データへの解析へと進む必要

がある。 
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(3) 平成 29 年度業務計画案  
本年度開発したブロック運動解析プログラムに、ブロック内の歪の推定、FEM による
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GREEN 関数導入のテスト、時系列解析などを実装していく。  

東北地方の海陸地殻変動観測のデータを用いて、2011 年東北地方太平洋沖地震の発生

前後に起こった、プレート間固着強度の時空間ゆらぎ（余効すべりを含むゆっくりすべり

イベント、前震活動、余震活動）や内陸における地殻応答等に関する観測データの整理を

進める。特に東北沖地震後の長期的な余効すべりの推移や繰り返し地震の破壊過程の変化

について詳細な検討を行う。また東北沖地震前に発生したスロースリップイベントの断層

モデル再検討を継続する。  

余効すべり・ゆっくり地震のデータ同化手法の開発を継続する。具体的には、東北地方

太平洋沖地震の余効変動データを用いた地震時すべり分布精度向上、MCMKF による SSE

領域におけるすべり速度推定、および豊後水道 SSE 領域における EnKF 適用可能性を更

に検討する。  
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3.10 震源モデル構築・シナリオ研究 

(1)業務の内容  
(a) 業務題目 「震源モデル構築・シナリオ研究」  

 

(b) 担当者  

 

所属機関  役職  氏名  

東京大学地震研究所  

災害科学系研究部門  

教授  

特任助教  

古村孝志  

原田智也  

東京大学地震研究所  

巨大地震津波災害予測研究センター  

准教授  市村 強  

京都大学  

大学院理学研究科  

教授  平原和朗  

名古屋大学大学院  

環境学研究科  

准教授  橋本千尋  

国立研究開発法人防災科学技術研究所  総括主任研究員  福山英一  

国立研究開発法人海洋研究開発機構  グループリーダー  

技術研究員  

堀 高峰  

今井健太郎  

国立研究開発法人産業技術総合研究所  研究員  安藤亮輔  

京都大学  

防災研究所  

教授  

准教授  

准教授  

岩田知孝  

関口春子  

浅野公之  

東北大学災害科学国際研究所  教授  今村文彦  

関西大学  

社会安全学部  

教授  高橋智幸  

 

(c) 業務の目的  

南海トラフの過去地震の震源再解析に加え、国内外を含む他の地震発生帯での

巨大地震の震源解析、並びに地震発生シミュレーションの結果等を参考にして、

南海トラフで発生する巨大地震の震源特性と連動様式の一般化（レシピ）を図る。

また、津波堆積物や津波石の移動を考慮した津波シミュレーション法を開発し、

周辺諸国を含めて古文書等の記録を集めることにより、データが少ない過去地震

の震源過程を評価する。  
強震動・津波シミュレーション法の大規模並列化を進め、高分解能・広帯域化す

るとともに、プレート詳細形状・物性モデルと高分解能地殻・堆積層モデルを結合

した高分解能地下構造モデルを構築して、巨大地震シナリオの高度なハザード評価

を行う。震源や地下構造モデルの不確定性と地震シナリオの不確実性（多様性）に

伴う短周期強震動と長周期地震動の予測のバラツキを適切に評価し、防災に資する

ことのできる実用的なハザード評価を行う。南海トラフ地震と南西諸島海溝地震の
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連動可能性や、相模トラフの地震や日本海溝の地震との最大連動の可能性、こうし

た地震津波による広域津波についての評価も行う。  
 

(d) ８か年の年次実施業務の要約  

平成 25～26 年度: 
日本列島広域構造モデルを開発し、データに整合するようパラメータを推定

した。過去の地震とその後の粘弾性応答を考慮した応力・強度分布の推定手法

を構築した。津波に伴う土砂移動を評価できる津波浸水計算コードを開発した。

プレート形状と三次元地殻・堆積層構造モデルを整備して、近年の大地震の強

震動・長周期地震動生成メカニズムを検証するとともに、地震動・津波シミュ

レーションの高精度化・広帯域化を行った。  
平成 27～28 年度：  

平成 27 年度には、日本列島広域構造モデルを大地震発生前後の内陸地震の

活発化問題に適用するため、日本列島規模の地殻粘弾性モデルの整備と、三次

元有限要素法に基づく大規模並列シミュレーションコードを開発した。堆積層

の精緻化により高精度化・広帯域化した強震動・津波シミュレーションと、昭

和東南海・南海地震及び安政東海・南海地震の史料詳細解析から推定した震

度・地殻変動・津波データに基づいて、南海トラフの過去地震の震源過程の再

評価を進めた。連動の多様性を含む地震発生シナリオを提案するために、動的

破壊過程を含めた地震発生サイクルシミュレーション手法を整備した。これら

の成果に基づき、最大クラスを含む震源モデルのレシピ化と、日向灘地震等に

よる誘発条件を検討した。超巨大地震の発生可能性の検討に向け、津波堆積物

シミュレーションを用いたトラフ軸付近を含む過去の超巨大地震の波源推定

の有効性を示した。  
平成 28 年度には、日本列島規模の 100 億自由度の大規模地殻モデルを整備

し、これを用いた弾性・粘弾性解析有限要素法コードの高速化を図るとともに、

東北地方太平洋沖地震の地殻変動計算結果と観測との比較から、南海トラフ地

震への適用可能性を確認した。南海トラフ地震発生サイクルの高度化に向けて、

粘弾性モデルの導入を進めるとともに、大地震発生前のプレート滑り遅れの蓄

積状態の違いによる、大地震の発生・拡大過程を検討した。さらに、2016 年４

月１日に発生した紀伊半島沖地震（Mjma6.5）後の推移シナリオを検討した。

南海トラフ巨大地震モデルのレシピ化と最大級の地震の明確化に向け、不均質

強震動生成モデルを提案し、東北地方太平洋沖地震の強震動生成が良く説明で

きることを確認した。強震動評価に広帯域 Q モデルを新規導入し、長周期地震

動シミュレーションにより震源モデルの多様性が強震動・長周期地震動のバラ

ツキに与える影響を定量評価した。過去の南海トラフ地震の震源像の明確化の

ための基礎資料として、1707 年宝永地震、1854 年安政東海・南海地震の震度情

報を収集してデータベース化した。  
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平成 29～30 年度：  
南西諸島海溝から南海トラフまでの三次元プレートモデルを構築して日本

列島広域構造モデルを完成させるとともに、南西諸島海溝にも適用できる南海

トラフ巨大地震の震源モデルを構築する。また、本地域での過去地震の史料や

地震・津波・地殻変動観測データと強震動・津波シミュレーションに基づき地

震津波ハザードを評価する。また、他課題の成果や本研究が提供するシナリオ

に対するフィードバックに基づいて、連動条件や地震発生シナリオを改訂する。

粘弾性を考慮した構造モデルでの地震の推移予測のためのデータ同化手法を

開発する。  
平成 31～32 年度：  

本研究により整備された地下構造モデルとシナリオに基づき、南海トラフ地

震および西南諸島海溝地震による全国の地震津波ハザード評価に資する地震

シナリオ及び巨大地震の震源モデルの一般化を図る。南海トラフ地震と相模ト

ラフ、日本海溝の地震との巨大連動や、西南諸島海溝地震との巨大連動の可能

性と、これによる強震動と津波のハザード評価を行う。  
 

(e) 平成 28 年度業務目的 

平成 27 年度に引き続き、日本列島広域地下構造モデルを用いて南海トラフ地震の

誘発・連動、及び大地震発生前後の内陸地震の活発化問題の過去事例の評価と発生

可能性を検討するための、日本列島の地殻粘弾性モデルを構築して、観測データと

の検証を行う。強震動・津波シミュレーションモデルの高精度化を進めるとともに、

震度・地殻変動・津波データ等の多様な観測データを活用して南海トラフ過去地震

の震源過程を詳しく評価し、連動の多様性を含む地震発生シナリオを提示する。上

記結果等に基づき南海トラフ地震（既往最大・平均クラス）及び最大クラスの地震

の震源モデルのレシピ化を進め、これらを用いて強震動・津波シミュレーションを

実施して最大クラス地震と平均クラスの強震動・津波の違いとその変動要因を明確

化する。南海トラフ軸付近での調査観測研究の結果を受けて、トラフ軸付近のゆっ

くり滑りによる津波地震と高速・大すべりによる超巨大地震の発生可能性を検討し、

これらの発生間隔を含めた現実的なハザード評価に向けたプレート境界でのテクト

ニックローディングと地震発生シミュレーションを実施する。 
 

(2) 平成 28 年度成果  
①日本列島粘弾性モデル構築とその応用  

(a) 業務の要約  

 震源シナリオ研究の高度化へ向けた研究として、日本列島規模の大規模地殻モデルに

おける弾性・粘弾性応答の解析のための有限要素法コードの改良と、高分解能モデル

（100 億自由度程度）を用いた地殻変動解析モデルを整備した。新規導入のデータサー

バーを用いて、日本列島広域３次元不均質構造０次モデルを観測データに基づき１次モ

デルへと改良をはかった。本モデルを用いて、巨大地震発生時、及び発生後の地殻変動
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解析を行った。 
 

(b) 業務の成果  

東北地方太平洋沖地震後の海底地殻変動の観測結果から示唆されるように、海溝型

巨大地震後の地殻変動は、アセノスフェアの粘弾性緩和に大きく影響を受けると考え

られている。地殻・マントルの形状や物性の不均質性が及ぼす影響が大きいとの指摘

もあり、３次元有限要素法などを使って、地殻・マントルの形状や物性の不均質性及

び粘弾性を考慮した地震時・地震後地殻変動のシミュレーションが行われている。し

かし、蓄積されてきた地殻・マントルの形状や物性のデータから構築される地殻・マ

ントル構造モデルは高詳細であるものの、これを用いて３次元有限要素モデルを構築

し、地殻変動シミュレーションを行うことは、計算コストの観点から難しいとされて

いるため（有限要素モデルの自由度のオーダーが 109-10 となるため）、上記の地殻変動

シミュレーションで用いられる地殻・マントル構造モデルはやや低詳細化されたもの

が用いられている。蓄積されてきた地殻・マントルの形状や物性のデータから構築さ

れる高詳細モデルをそのままシミュレーションで用いるために、ハイパフォーマンス

コンピューティングの技術に基づき、高詳細モデルから３次元有限要素モデルを構築

し、これを用いた弾性・粘弾性応答解析が可能な手法の構築をすすめてきた。本年度

は、昨年度までに完成した分散メモリ計算機上における並列有限要素解析手法を、後

述する日本列島広域３次元不均質構造モデルの改良手法に適合する形で高速化させた。

具体的には、対象問題において、一次方程式の係数行列が常に一定であることに着目

し、一次方程式の求解の際に用いる方程式の情報の保持形式を、適切なものに変更し

た。これまでの手法では 102-4 計算ノード程度の環境で 109-10 自由度の有限要素モデル

を 103-4 回 24 時間程度で解くことが可能であったが、今回の改良により、さらに計算

時間の２〜３割の削減が可能となった。 
日本列島を含む 2944 x 2752 x 850 km の領域に高詳細モデルを生成した。日本列島

の地殻構造について得られている知見をより反映させるため、地表面データとして

JTOPO30「日本水路協会海洋情報研究センター，2003」、プレート形状データとして

「Koketsu et al.，2008」のデータと CAMP standard model 「Hashimoto et al.， 2004」
を用いている。大陸プレート、太平洋プレート、フィリピン海プレートそれぞれの下

部に、合計３層の粘弾性層を設定した。また対象領域が大きくなり、地球の曲率が無

視できなくなると考えられるため、メッシュ生成の際には曲率も考慮している（図３

−10−①−１）。また、得られている観測データに整合するように微調整を行った。これ

らのデータを用いて生成された有限要素モデルは約 100 億自由度となった。 
作成した高詳細モデルを用いて、巨大地震発生時、及び発生後の地殻変動計算を行

った。まず、上記の日本列島モデルから、東北地方を含む高詳細モデルを切り出し、

生成した（図３−10−①−２左上）。図３−10−①−２右上に示した三つの粘弾性層の内、

海洋プレート下粘弾性層にあたる UPAC のみ粘性率をその他の層に比べ低く設定した。

このモデルの断層面上に、東北地方太平洋沖地震の既往研究を参考に設定した地震時

と地震後の断層すべりを与えた（図３−10−①−２下）。これらの設定下での地震発生時、
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及び発生後の地殻変動計算の結果は、東北地方太平洋沖地震後に得られている地殻変

動の観測データと定性的によく整合した。 
 日本列島の地震時・地震後の挙動推定の信頼性を向上する上で、弾性・粘弾性応答

解析手法の構築とともに、日本列島モデルの改良も重要となる。そこで、昨年度より

断層すべりとアセノスフェア粘性率を同時に推定することにより、観測データと整合

した粘弾性構造を推定しつつ、断層すべりを推定する手法の構築を進めている。本年

度は、上記の地殻変動計算の結果を人工観測データとして用い、現実的な問題下での

断層すべりと粘性率の同時推定の数値実験を行った。用いた観測点位置を図３−10−①−

３左に示す。３つの粘弾性層での粘性率を推定するほか、地震断層面を多数の小断層

により離散化し、各小断層でのすべり量を推定した（図３−10−①−３右）。地震後の期

間を４つに分けて断層すべり量の推定を行ったため、最終的な推定対象パラメータ数

は合計 600 程度 となった。多数のパラメータの推定に際して、最適化問題の性質の

適切な改善を行うことで、効率よく最適解を求めることができるようになった。結果

として、粘性率は概ね良好に推定され、図３−10−①−４の解析結果例からは断層すべり

も適切に推定されることがわかる。計算には有限要素解析を多数繰り返すことが必要

となるが、理化学研究所の京コンピュータ 2560 ノードを用いて、17 時間弱という現

実的な時間内で最適解を得ることができた。これは、問題設定に合わせた最適化問題

の性質の改善と先述の有限要素解析高速化により実現されたと言える。このように、

計算コスト的にも実用可能な日本列島モデルの改良手法を構築することができた。  
 

 

 
 

図３−10−①−１（上）日本列島の高詳細モデルの概観。 
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  （下）上図赤線上でのモデル断面図。地表面形状データとしては JTOPO30「日本水

路協会海洋情報研究センター，2003」を、プレート形状データとしては、断層面付

近では「Koketsu et al.，2008」のデータを、それ以外の部分では CAMP standard 
model 「Hashimoto et al.，2004」を用いた。 

 

 
 

図３−10−①−２（左上）有限要素モデルの概観。自由度は 35 億程度である。 
（右上）モデル図赤線上でのモデル断面図。UCL、UPHS、UPAC と表記の

ある部分が粘弾性層。 
（下）計算に用いた断層すべり分布。左が地震時、右が地震後。  
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図３−10−①−３:（左）人工観測データの配置。現実に存在する観測点位置を用いているが、

将来的に観測点が敷設される予定のものも含まれている。 
（右）すべり量を推定するための地震断層面の離散化に用いた 144 の小断

層。 
 

 

 
図３−10−①−４ 各小断層でのすべり量を推定した高詳細な日本列島有限要素モデルを用

いた粘性率・断層すべり同時推定の推定結果例。断層すべり真値（左）と

推定値（右）。図３−10−①−２（下）とよく一致している。 
  

(c) 結論ならびに今後の課題 

 本年度は、高詳細な地殻・マントル構造モデルを用いた弾性・粘弾性地殻変動解析

手法のさらなる改良をすすめるとともに、日本列島モデルの高分解能な地殻変動解析

モデルを整備した。さらにそのモデルを用いて、巨大地震発生時、及び発生後の地殻
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変動計算を行ったところ、観測データと整合する結果を得た。さらに、この計算結果

を人工観測データとして日本列島モデルの改良手法の構築も進めた。 
来年度以降は、震源シナリオ研究の高度化へ向けた研究として、日本列島規模の大規

模地殻モデルにおける弾性・粘弾性応答の解析のための有限要素法コードの改良と、

地殻構造・物性の曖昧さを考慮可能な地殻変動解析手法の開発を行う。本手法を用い

て、地殻構造・物性の曖昧さを考慮した巨大地震発生時、及び発生後の地殻変動解析

を行う。前年度整備したデータサーバーを増強し、このデータサーバー上に、曖昧さ

を考慮可能なグリーン関数データベースを構築し、曖昧さを考慮した震源シナリオ推

定を行う。 
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②地震サイクル計算手法の高度化  

(a) 業務の要約  

1) 準動的地震サイクル計算の高速化  

 マグニチュード９といった大規模地震や多くのパッチを含む準動的地震サイク

ルシミュレーション（ECS）計算、およびプレート境界における摩擦パラメータと

すべり発展を推定・予測するデータ同化において、準動的 ECS 計算の高速化が必須

である。我々は、これまで階層化行列（H-matices）法を、すべり応答関数とすべり

（速度）の行列ベクトル積に適用して、計算の高速化・省メモリ化を実現してきた。

本年度は、すべり速度および状態変数の発展を記述する微分方程式の解法の問題を

検討した。  

2) 粘弾性を考慮した地震サイクル計算の準備  

 粘弾性媒質での ECS の応力計算では、粘弾性すべり応答関数とすべり速度との履

歴積分が必要となり、多くの計算時間およびメモリが必要となり問題となる。そこ

で、地震波伝播において地震波減衰を表す手法であるメモリ変数を導入して応力計

算を行う ECS 計算の定式化を行った。更にメモリ変数の意味を考える上で、速度状

態依存摩擦則に従う標準線形固体要素−ブロックの固着・すべり振動子問題を扱っ

た。  
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(b) 業務の成果  

1) 準動的地震サイクル計算の高速化  

 準動的 ECS では、プレート境界を小断層セルに分割して、各セルにおいて準動的

運動方程式と速度状態依存の摩擦則を連立させて、プレート境界におけるすべりの

時空間発展を追っている。その微分方程式系の積分には時間刻み可変の 4/5 次埋め

込み型ルンゲ・クッタ（RK）法（rkck）「Press et al., 第２版, 1992」が、これまで

長年にわたって多くの研究で用いられてきた。ところが、「Press et al., 第３版，2007」

では、Dorman-Princeによる 5次埋め込み型 RKである DOPRI5、および８次の DOP853

「Hairer et al., 1993」といった高次の埋め込み型 RK が紹介されている。一方、例え

ば、「Noda and Lapusta, 2010」では、動的で TP（thermal Pressurization）過程も含ん

だ ECS を扱っているが、２次精度の exponential integrator（EI）法で時間発展させ、

すべり速度は Lambert の W（オメガ）関数を用いている（「Noda et al., 2013」、NL

法と略）。   

 そこで、地震サイクルを表すモデルとしてよく用いられている、速度状態依存摩

擦則に従うバネ-ブロック固着・すべり振動子の準動的数値計算に rkqs、DOPRI5、

DPO853、NL 法を用いて、繰り返し間隔が約 112 年で３万年間の計算を行い、その

パフォーマンスを調べてみた（表３−10−②−１）。この表で、eps は時間刻みを決め

る計算精度、cpu は計算時間（秒）、nok、accept、および nbad、reject は、試した時

間刻みで採用したおよび排除したステップ数を示す。NL 法では、時間刻みは VΔt/L

（V:すべり速度、Δt：時間刻み、L:特徴的すべり距離）で制御しているが、地震間

には非常に大きな時間間隔となるので、この制御は適当でなく、Δt の最大値を２

通り試した場合を示している。高精度になるにつれ、DOP853 の優位性が見て取れ

る。  

 

2) 粘弾性を考慮した地震サイクル計算の準備  

 線形粘弾性媒質における、単位すべりに対する応力緩和関数で有るすべり応答関

数を K(t)とすると、応力はすべり応答関数 K(t)と変位速度 du(t)/dt の履歴積分  

     𝜏(𝑡) = ∫ 𝐾(𝑡 − 𝑡′) �𝑑𝑑(𝑡′)
𝑑𝑡′

�𝑑𝑑′𝑡
−∞      (1) 

  で与えられる。ここですべり応答関数 K(t)が 

     𝐾(𝑡) = 𝑀𝑈 − 𝛿𝛿∑ 𝑎𝑙(1−𝑛
𝑙=1 𝑒

− 𝑡
𝑡𝑅𝑅)           ∑ 𝑎𝑙𝑛

𝑙=1 =1    (2) 

     𝑀𝑈 = 𝐾(0)        𝛿𝛿 = 𝐾(0)− 𝐾(∞) 

   のように、弾性応答 MU および n 個の緩和時間 tRl(l=1,・・,n)で表され、メモリ変数  

  を  

     𝜁𝑙(𝑡) = ( 1
𝑡𝑅𝑅

)∫ 𝑢(𝑡′)𝑒
−𝑡−𝑡

′

𝑡𝑅𝑅
𝑡
−∞ 𝑑𝑑′    (3) 

   と定義すると、メモリ変数は以下の微分方程式に従う。  

     
d𝜁𝑖(t)
dt

= ( 1
𝑡𝑅𝑅

)(𝑢(𝑡)− 𝜁𝑙 (𝑡))      (4) 
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  すると、式(1)の応力τ(t)は  

     τ(t) = 𝑀𝑈(𝑢(𝑡)− �𝛿𝛿
𝑀𝑈
�∑ 𝑎𝑙𝜁𝑙(𝑡)𝑛

𝑙=1 ) (5) 

  となり、メモリ関数を用いることにより、履歴積分すなわち過去のすべり速度

は必要なくなる「Moczo and Kristek，2005」。ここで、図３−10−②−１のように標準

線形固体要素（バネ定数 k１とマックスウェル粘弾性要素（バネ定数 k2 のバネと粘

性係数ηのダッシュ+ポットを直列したもの）を並列連結したもの）―ブロックか

らなる固着・すべり振動子を考える。標準線形固体要素の場合、すべり応答関数

K(t)は、  

     𝐾(𝑡) = (𝑘1 + 𝑘2𝑒
− 𝑡
𝑡𝑅  )𝐻(𝑡)             (6) 

          𝑛 = 1,    𝑎 = 1,   𝑀𝑈 = 𝑘1 + 𝑘2 ,    𝛿𝛿 = 𝑘2、𝑡𝑅 = 𝜂/𝑘2 =  𝑇𝑀  
  と表せる。  

    ブロックと床底面には速度状態依存摩擦則に従う摩擦が働くとし、ローディング 

   速度を vpl とすると、ブロックの変位 u(t)、変位速度 v(t)は以下の微分方程式に従う。 

     
𝑑𝑑(𝑡)
𝑑𝑑

= 1
𝐴
𝑣(𝑡)+𝜂𝑅𝑅

(  (𝑘1 + 𝑘2) �𝑣𝑝𝑝 − 𝑣(𝑡)− 𝑘2
𝑘1+𝑘2

 𝑑𝜁(𝑡)
𝑑𝑑

 � −  𝐵
𝜃(𝑡) 𝑑𝑑(𝑡)

𝑑𝑑
  )  (7) 

          𝑑𝑑(𝑡)
𝑑𝑑

= 1 − 𝑣(𝑡)𝛿(𝑡)
𝐿

                    (8) 

          𝑑𝑑(𝑡)
dt

= 1
ｔ𝑅

(𝑣𝑝𝑝𝑡 −  𝑢(𝑡)  −  𝜁(𝑡) )              (9) 

ここで、A、B、L は摩擦パラメータである。図３−10−②−１の力の釣り合いを考え、

微分方程式系を組み立てると、メモリ変数がダッシュポットの変位 ud(t)に対応し、 

     𝜁(𝑡) = 𝑢𝑑(𝑡)                         (10) 

  となることが分かった。  

 バネ（定数 k）－ブロックの固着・すべり振動子の繰り返し間隔（TE）が約 112

年となる弾性問題に対応して、k1=k2=k/2 とおき、ηすなわち tR(=η/k2＝TM：マッ

クスウェル緩和時間)を変化させたときの値を横軸に、固着・すべり振動子の繰り返

し間隔を縦軸にとってプロットしたものを図３−10−②−２に示す。粘性係数を小さ

くするに従い繰り返し間隔が小さくなるが、単調減少ではなく最小値(TM=５−10 年)

を持つことが分かった。また、tR=TM=0.1、１、５、10、20、40、80、500 年および

弾性バネの場合に対応する、応力変化を図３−10−②−３に示す。繰り返し間隔（Tc）
が単調減少ではなく最小値をもつ原因はあまりよく分からないが、TM が小さい方か

ら見ていくと最小の繰り返し間隔（Tc）を与える TM=10 年程度まで応力曲線は大き

く折れ曲がっていることが分かる。  
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表３−10−②−１ 各手法における固着すべり振動子による地震サイクル計算の比較  

 
 

 
図３−10−②−１ 底面に速度状態依存摩擦則（RSF）が働く標準線形固体要素－ブロックを

速度 Vpl で引っ張り、固着・すべりを引き起こす数値実験の図。  
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図３−10−②−２ 弾性バネ（弾性定数 k）の場合に TE（=111.95 年）となる固着すべり振動

子のバネを標準線形固体に変え（図３−10−②−１：k1=k2=k/2）、η/k2 を横

軸に、縦軸に計算された来り返し間隔（Tc）を示した図。  

 

 

 

図３−10−②−３ TR=TM＝η/k2 が 0.1、1.0、5.0、10.0、20.0、40.0、80.0、500.0 年および弾

性バネ（elastic）の場合の、固着・すべり振動子の１サイクル中の応力変化。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1) 準動的地震サイクル計算の高速化  

 南海トラフ地震の発生サイクル計算の高速化と高精度化に向け、計算アルゴリズ

ムの改良を行った。準動的地震サイクル計算における微分方程式の解法アルゴリズ

ムを、従来使用してきた時間刻み可変の４次精度ルンゲ・クッタ法から、数値計算
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分野で用いられ有効と考えられている８次精度の DOP853 に変更したところ、高精

度でも高速計算が可能であることが分かった。今後は、準動的地震発生サイクル計

算の高速化に向けて、DOP853 を利用することにした。なお、動的計算などで用い

られる NL 法については、現在２次精度の EI 法を用いているが、数値計算分野では

４次精度 RK を用いた EI 法も提案されているので、実用化に向けて精度向上の観点

からこの利用についても継続して検討する必要がある。  

 

2) 粘弾性を考慮した地震サイクル計算の準備  

 線形粘弾性媒質中での準動的南海トラフ地震サイクル計算に向けて、応力計算の

効率化の検討を行った。粘弾性媒質中の応力計算では履歴積分を必要とするため、

過去のすべり速度をメモリ上におく必要があり、多くのメモリを必要とし計算負荷

が高くなる。そこで、履歴積分を用いないメモリ変数を用いた定式化を行った。粘

弾性媒質中での地震サイクルの模擬固着・すべり振動子モデルでは、メモリ変数は

ダッシュポットの変位に対応することが分かった。また粘性に応じて固着・すべり

振動子の繰り返し間隔が変化することがわかった。今後は、メモリ変数を用いた粘

弾性媒質中での準動的地震サイクル計算の実用化に向けて、高速化等について更に

検討を行う必要がある。 
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③南海トラフ地震発生サイクルの再現・モデル検証  

(a) 業務の要約  

 「Hashimoto et al., 2014」によって、地震発生の物理に基づく地震発生サイクルシミ
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ュレーションの基本的な考え方が示され、地殻応力状態の時間発展を再現するための

理論的なフレームワークが構築された。これに基づき、或る時点の応力状態を適切に

推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成するためには、過去のすべり履歴を整

合的に再現し得る断層構成関係を設定することが重要な課題となる。以上を踏まえて、

本業務では、昨年度に引き続き、「Aochi and Matsu'ura, 2002」のすべりと時間に依存す

る断層構成則に基づき、地震発生領域のピーク強度・臨界すべり量の値や分布を変え

たモデルを設定して、各モデルについて準静的テクトニックローディングのシミュレ

ーションを実施した。準静的シミュレーションに於いて、大地震発生後 50 年で実現し

たすべり遅れレート分布は、1996〜2000 年の GPS データに基づくインバージョン解析

で得られたすべり遅れレート分布（1944 年東南海・1946 年南海地震後 50 数年の状態）

を再現するが、その後、すべり遅れレート分布は徐々に変化してゆく。このようなす

べり遅れレート分布の時間変化には、断層構成則の設定により違いが生じる。防災科

研では、準静的テクトニックローディングのシミュレーション結果を用いて、破壊開

始場所の推定方法の検討を行った。各想定破壊開始点においては、初期クラックの大

きさを応力拡大係数の考え方に基づき設定し、与える応力擾乱の大きさを定量的に評

価した。  

 

(b) 業務の実施方法  

 「Hashimoto et al., 2014」によって、地震発生の物理に基づく地震発生サイクルシミ

ュレーションの基本的な考え方が示され、地殻応力状態の時間発展を再現するための理

論的なフレームワークが構築された。地震発生サイクルシミュレーションシステムは、

三次元プレート境界面形状モデルを共通の基盤とした準静的テクトニックローディン

グモデルと動的地震破壊伝播モデルから成る。これにより、地震発生直前の応力状態と

断層構成関係が与えられれば、その後の動的破壊伝播が計算される。さらに、そこから

生じる地震波動も同時に計算できる（「Fukuyama et al., 2009」）。これに基づき、或る時

点の応力状態を適切に推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成するためには、過

去のすべり履歴を整合的に再現し得る断層構成関係を設定することが重要な課題とな

る。構成関係パラメータの設定に制約を与えるためには、地殻変動データのインバージ

ョン解析による地震間のすべり遅れ分布（「Hashimoto et al., 2009」、 「Hashimoto et al., 

2012」）、過去の地震の開始点や伝播範囲、大地震の発生間隔、及びスロースリップの発

生などの多様な情報を通して数値シミュレーション結果を検討する必要がある。  

 以上を踏まえて、平成 27 年度は、南海トラフ沿いの全震源域をカバーする広域モデ

ル（全長約 700 km）の高解像度（スプライン関数節点間隔４km、計算点間隔２km）大

規模計算により、西南日本の GPS 測地データインバージョンにより推定した南海トラ

フ域のすべり遅れレートを再現するための現実的な断層構成関係の検討を進めた。地震

発生領域のピーク強度の異なる複数のモデルを設定して、準静的テクトニックローディ

ングシミュレーションにより実現するすべり遅れレート分布の検討を行い、構成関係の

設定に制約条件を与え得る可能性を示した。また、適切に評価した初期クラックサイズ

を用いて、動的破壊が進行するか否かの評価を行い、構成関係パラメータの設定の制約
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について考察した。平成 28 年度は、平成 27 年度に引き続き、現実的な断層構成関係の

検討を進め、地震直前の応力分布と構成則パラメータ分布を計算した。さらにその結果

を用いて動的破壊伝播の計算を行い、準静的テクトニックローディングによる歪蓄積が

動的破壊伝播へと遷移し得るかどうかの評価を行った。破壊伝播し得るかどうかの評価

を行うにあたっては、初期クラックの大きさを静的破壊エネルギーの概念を用いて評価

した後、その初期クラックに応力擾乱を与えて、破壊を開始させ、破壊伝播の計算を行

った。また、破壊開始を定量的に評価するために、初期クラックに与えた応力擾乱を定

量化し、破壊開始点の評価を定量化した。  
 

(c) 業務の成果  

 今年度の業務実施の結果、以下の成果を得た。  

1)「Aochi and Matsu'ura, 2002」のすべりと時間に依存する断層構成則に基づき、パラ

メータαa、βb、c の設定により、地震発生領域のピーク強度・臨界すべり量の値や

分布を変えたモデルを設定して、各モデルについて、準静的テクトニックローディン

グのシミュレーションを実施した。ピーク強度を、室戸沖、紀伊半島南端域共に２MP

程度に、Dc を 0.7m 程度になるように設定した場合に実現したすべり遅れレート分布

のスナップショットを図３−10−③−１に示す（Case１）。ここで、第１サイクルの計算

は、第２サイクル開始時点を大地震発生直後に対応させる妥当な初期条件を生成する

ための前処理に相当する。大地震発生後の粘性緩和の効果により、第２サイクルの方

が応力蓄積レートは大きくなる。以下では、第１サイクル最後の不連続なすべりを 1946

年南海地震のすべりに対応させた。数値シミュレーションに於いて、大地震発生後 50

年で実現したすべり遅れレート分布は、1996〜2000 年の GPS データに基づくインバー

ジョン解析で得られたすべり遅れレート分布（1944 年東南海・1946 年南海地震後 50

数年の状態）を再現するが、その後、すべり遅れレート分布は徐々に変化してゆく。  

 

 

図３−10−③−１ 準静的応力蓄積シミュレーションにより実現した南海東南海域の地

震発生サイクル（Case１）。地震間の青コンターはすべり遅れレート、赤コンターはす

べり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。地震時（上段最右パネル）の赤コンターは、

すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 
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 次に、Case１と同じく、ピーク強度を室戸沖、紀伊半島南端域共に２MP 程度に、Dc

を 0.7m 程度にしているが、その分布が Case 1 とは異なるように設定（図３−10−③−

３参照）した場合に実現したすべり遅れ分布のスナップショットを図３−10−③−２に

示す（Case２）。Case１と Case２の時系列に於けるすべり遅れレート分布の基本的なパ

ターンは似ているが、すべり遅れ分布の時間変化には、断層構成則の設定により違い

が生じる。Case２の場合の方がすべり遅れレートの大きい領域（固着域）の分布が縮

小する時間が短い。準静的シミュレーションの枠組みの中で実現する（動的破壊伝播

シミュレーションを用いていない）地震時すべりの分布は、２つのケースで大きく異

なる。  

 

 

 

図３−10−③−２ 準静的応力蓄積シミュレーションにより実現した南海東南海域の地

震発生サイクル（Case2）。地震間の青コンターはすべり遅れレートを表わす（１cm/yr

間隔）。地震時（上段最右パネル）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

図３−10−③−３に、Case１と Case２の２のケースについて、地震発生サイクル過程の

中で実現するすべり遅れレート分布とピーク強度の比較を示した。或る時点の応力状

態に加えて、ここで示した構成関係の不均質構造が、その時点での、地震破壊の開始

可能性、伝播範囲、地震時すべり量等を強く規定している。 
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図３−10−③−３ Case１と Case２のすべり遅れレート分布とピーク強度の比較。左列

と右列のパネルは、それぞれ、Case１と Case２を示す。（上段）地震発生サイクル過

程の中で実現したプレート境界面上のすべり遅れレート分布。（中段、下段）プレート

境界面上のピーク強度分布。マップ上の位置は上段の図に対応。 

 

2) 地震破壊シナリオ構築のためには、地震がどこから始まってどのように伝播するの

かを調べることが重要である。準静的テクトニックローディングのシミュレーション

から動的破壊への破壊モードの移行の詳細な検討を行った。初期クラックをいろいろ

な場所に設定して動的破壊伝播の計算を行った。初期クラックの大きさは、静的応力

拡大係数の考え方に基づき推定した。さらに、動的破壊伝播開始時に一斉に破壊する

ように初期クラック内部に応力擾乱を与え、破壊伝播の計算を行った。そのときに与

えた応力擾乱の量を定量的に評価し、破壊伝播が継続するかすぐ止まってしまうのか

の判断基準とした。前回の地震からの経過時間が短く、すべり遅れによる歪の蓄積が

十分でない場合は、動的破壊伝播を開始させてもすぐに破壊が停止してしまうが、す

べり遅れ分布が十分成長し、歪が十分に蓄積されている場合には、破壊が動的に進展

し、破壊はすべり遅れ領域（歪蓄積領域）全体に広がることを確認した。また、設定

した初期クラックの位置により、破壊伝播しやすいところと、しにくいところが認め

られた。これは、構成関係と初期応力分布によるものであり、今後、その系統的な理

解が必要である。 
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図３−10−③−４ 動的破壊伝播の計算における破壊開始位置の評価。上段左図は初期

応力分布で、赤線で囲った領域が、動的破壊シミュレーションを行った計算領域。上

段右図は構成則分布から抽出した破壊強度分布と破壊開始点候補と初期クラックの大

きさを示している。１〜４の位置から破壊が始まったと仮定した場合の動的破壊伝播

を下段の#１〜#４に示している。#４は、計算時間の関係で最後まで計算を行っていな

いが、初期応力が蓄積されているアスペリテイ領域全体に破壊が伝播しそうであるこ

とが確認された。#１〜#３の場合は、破壊が停止した後、しばらく計算を継続したが

破壊の進展は確認出来ず、最終すべりであることを確認した。 
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図３−10−③−５ それまでの歪蓄積時間に応じて、動的破壊伝播領域がどのように変

化するかを調べた。上段、中断、下段は、それぞれ、破壊強度、初期応力、最終すべ

り量を表わす。S180 は Case１の第２サイクル 30 年後、S240 は同 90 年後、S300 は同

150 年後を表わす。破壊は、#４から開始するとした。S180（Case１の２サイクル 30

年後）、S240（同 90 年後）、S300（同 150 年後）と、時間が経つにつれ、応力蓄積が進

み、破壊擾乱を与えた場合の破壊領域（最終すべりの分布域）が拡大していくことが

見て取れる。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 準静的シミュレーションに於いて、大地震発生後 50 年で実現したすべり遅れレート

分布は、1996〜2000 年の GPS データに基づくインバージョン解析で得られたすべり遅

れレート分布（1944 年東南海・1946 年南海地震後 50 数年の状態）を再現するが、その

後、すべり遅れ分布は徐々に変化してゆく。このような時間発展の検証を行なうために

は、実際の観測データとの時系列的な比較が必要となる。また、すべり遅れによる応力

蓄積が十分でない場合は、動的破壊伝播を開始させてもすぐに破壊が停止してしまうが、

応力が十分に蓄積されている場合には、破壊が動的に進展し、破壊はすべり遅れ領域（固

着域）全体に広がることを確認した。過去に発生した大地震の時系列、及びその開始点
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や伝播範囲などの多様なデータを説明できるようにするためには、構成則パラメータの

詳細な検討が必要になる。今後、南海トラフ域の地震発生サイクル過程の再現と将来の

地震発生シナリオの構築を行うためには、地震間のすべり遅れレート分布、過去に発生

した大地震の開始点や伝播範囲、及び時系列などの多様なデータを検討して、構成関係

設定のより詳細な制約条件を探索することが課題となる。  
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④地震発生シナリオ評価 

(a) 業務の要約  

 2016 年４月１日に熊野灘で発生した M6 クラスの地震後の推移として、どのような

シナリオがあり得るのかを、海陸の地殻変動データを用いたすべり欠損の不均質分布を

考慮した地震発生サイクルシミュレーションによって検討した。その結果、M8 クラス

の地震の準備段階に応じて、M6 クラスの地震後の余効すべりの起こり方が異なるとと

もに、M8 クラスの地震に発展する場合と、余効すべりが収まって固着しなおす場合が

あること、さらにはその違いが余効すべり域の真上にある DONET1 観測点の上下変位

の違いに現れることが示された。今回実際に起きたことは、後者のシナリオに近いかっ

たことが、DONET1 の水圧変動（上下変位に対応）からもわかる。  

 

(b) 業務の成果  

 2016 年４月１日に熊野灘で発生した M6 クラスの地震後の推移として、どのような

シナリオがあり得るのかを地震発生サイクルシミュレーションで検討するため、図３

−10−④−１のような摩擦パラメータやプレート間相対速度の分布を仮定した。ここで、

海陸の地殻変動データを用いたすべり欠損の不均質分布（Yokota et al., 2016）のうち、

5cm/yr 以上のすべり欠損の領域が、周囲よりも固着しやすい条件（B-A が大きく、L は

小さい：A、B、L は摩擦パラメータで）とした。また、紀伊半島下から沖合にかけて

のバリアやプレート間相対速度については、従来と同様の不均質分布を仮定している
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（Hyodo et al., 2016）。さらに、４月１日のような M6 クラスの地震発生を再現するため、

該当する震央位置に L 小のパッチを置いた。  
 

 
図３−10−④−１仮定したパラメータの分布。上段：プレート間相対速度分布、中段：L

の値、下段：A-B の値。Yokota et al. (2016)のすべり欠損分布で 5cm/yr 以上の領域に対

応した部分で B-A が大きく、L もサイズに合わせた値を与えている。 

 

 シミュレーションの結果、M8 クラスの地震の繰り返しの途中で、様々なタイミング

で M6 クラスの地震が発生した。その中で、２つのエンドメンバーとして、熊野灘で

地震発生の準備が進み、固着がはがれかけている場合（左）と、まだはがれが見えな

い場合（右）とを図３−10−④−２に示す。それぞれで発生した地震の規模は Mw6.1 と

5.8 であり、固着がはがれかけている場合の方が少し大きく、地震による海底での隆

起・沈降の分布は図３−10−④−２中央に示した通りである。前者は、地震後に余効す

べりが浅部・深部両方に広がり、1 年後にもまだ深い側に伝播し、数年後に M8 クラス

の地震に至る。一方、後者では、余効すべりが浅い側にのみ広がり、１年後にはほぼ

収まって、数年後には固着しなおす。このように、同じ M6 クラスの地震が、M8 クラ

スの地震の震源域内に発生しても、その後の余効すべりの推移や M8 クラスの地震に
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至るかどうかなどが、M6 の発生するタイミング次第（M8 の準備状況次第）で大きく

異なることがわかる。  

 
図３−10−④−２ 左と右は、それぞれ固着がはがれかけている場合、はがれていな

い場合の、M6 クラス地震前後のすべり速度の時空間変化（上から、地震発生の１

年前、地震発生、地震発生２週間後、１年後、4.4 年後）。中央は、地震時の海底で

の隆起・沈降の分布。固着がはがれかけている場合は、4.4 年後に M8 クラスの地

震発生、固着がはがれていない場合は、再固着する結果になった。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 M6 クラスの地震が震源域内かつプレート境界で発生したとしても、M8 クラスの地

震に至るかどうかは M6 地震の発生タイミング次第であること、また、M6 地震後の推

移が、タイミング次第で大きく異なることがわかった。したがって、こうした地震が

発生した場合に、リアルタイムで地震後の余効すべりの推移をモニタすることが、M8

クラスの地震に至る可能性を検討する上で重要であることが示された。今後の課題と

しては、シミュレーションと比較する海底地殻変動の観測データの種類を増やすとと

もに、それらの観測データとの整合性を高めることである。今回は DONET の海底観

測点でのデータと比較するために、海底面での隆起・沈降を計算した。海底地殻変動

としては、海底下の掘削孔内で観測される歪や間隙水圧などの変化もあり、DONET

に接続されてリアルタイム観測が行われている。こうした観測データと比較するため
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には、海底地殻変動にともなう観測量の変化を、より現実に近い地形・不均質構造を

考慮できる有限要素解析で計算する必要があり、地震研の課題で開発したものを活用

する計画である。  

 

(d) 引用文献  

Hyodo, M., T. Hori, and Y. Kaneda, A possible scenario for earlier occurrence of the nest 

Nankai earthquake due to triggering by an earthquake at Hyuga-nada, off southwest Japan. 

Earth Planet Space, 68,6, DOI 10.1186/s40623-016-0384-6, 2016. 

Yokota, Y., T. Ishikawa, S. Watanabe, T. Tashiro, and A. Asada, Seafloor geodetic constraints 

on interplate coupling of the Nankai Trough megathrust zone, Nature, 

doi:10.1038/nature17632, 2016. 

   

⑤巨大地震の震源モデル及び地殻・地盤モデル開発  

(a) 業務の要約  

 強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築に関して、既往研究の強震動生成域

（SMGA）のすべり量の特徴を踏まえ、その特性を表す不均質モデルの提案を行った。

また、平成 27 年度に構築した応力降下量分布モデルと合わせ、2011 年東北地方太平

洋沖地震で見いだされた強い短周期パルス源を含む SMGA が不均質 SMGA 分布モデ

ルで生成可能なことを示した。南海トラフ巨大地震による長周期地震動の生成・伝播

特性に重要な役割を担う、震源域から陸域における伝播経路モデル化の高度化に資す

る情報を得るため、海域の観測点と陸域の観測点を利用した地震波干渉法を進めた。

この中で、DONET1 の各観測点ペアの群速度分布を求めた。  

 

(b) 業務の成果  

 1) 強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築  

 平成 26 年度、強震動予測のためのプレート境界地震震源モデルは、強震動予測の対

象周波数（0.1〜10 Hz）で定義される SMGA（強震動生成域）をベースに構築するとい

う方針を立て、2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）、2003 年十勝沖地震（Mw7.9）、

1994 年三陸はるか沖地震（Mw7.7）をはじめとする、過去の Mw6.0〜9.0 のプレート境

界地震の SMGA モデルを収集し、大きさ、応力降下量、絶対位置等のパラメータにつ

いて経験則を模索した。平成 27 年度には、過去のプレート境界地震の SMGA の応力降

下量に、SMGA の面積が小さいとばらつきが大きく、面積が大きくなるとばらつきが

小さくなる特徴が見られたことから、これが、地震が起きれば SMGA になるような場

の不均質構造を示唆するものと考え、そのような場の不均質応力降下量分布をモデル化

した。強震動予測を行う際には、すべり分布や破壊伝播、断層面各点のすべりの時刻歴

などの震源パラメータの設定も必要である。そこで今年度は、平成 27 年度にモデル化

した不均質応力降下量分布モデルに対応する不均質すべり分布モデルを構築した。また、

この SMGA の場の不均質応力降下量・すべり量分布モデルから、東北地方太平洋沖地

震の SMGA と近いものを作成できることを示した。  
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 プレート境界地震の SMGA のすべりの空間不均質の特徴を見い出すため、面積と平

均すべり量の関係を調べた（図３－10－⑤－１上）。面積―平均応力降下量の関係（図

３－10－⑤－１下）に比べ、ばらつきの幅の面積による変化が小さく、また、面積が大

きくなるほど平均すべり量が大きくなるという正の相関もあるように見える。SMGA

の面積とすべり量の正の相関は、地震の破壊域全体の面積が大きくなれば破壊域全体の

平均すべり量が大きくなるという、巨視的なスケーリング則と関連があると考えられる。

また、SMGA の面積は、破壊域全体の面積とスケーリングしている（「Murotani et al., 

2008」、「Iwata et al., 2013」）と考えられるため、個々の SMGA のすべり量とその SMGA

の面積の関係ではなく、個々の SMGA のすべり量とその地震の SMGA の全面積の関係

を見ていくことにする（図３－10－⑤－２）。この２者の関係をべき関数で近似すると

べき指数は 0.2 となった。プレート境界地震の巨視的なスケーリングで、平均すべり量

が Mo の 1/3 乗のべき関数でよく近似される（「Murotani et al., 2008」）、つまり、すべり

が面積の 1/2 乗のべき関数で近似されるのと比べると、べき指数はだいぶ小さい。この

違いに関しては、データのばらつきが大きくて、見かけべき指数が小さく見えている可

能性や、地震規模が大きくなると SMGA のモデリング周波数帯外のより長周期成分の

割合が大きくなり、SMGA のモーメントが過小評価されている可能性、さらには、SMGA

パラメータデータの絶対数の不足などが考えられる。今回は、SMGA の平均すべり量

が SMGA の全面積の 1/2 乗に比例すると仮定する。  

 すべり量の不均質分布のベースとなるモデルは、空間的には k-2 の波数スペクトル形

状を持つフラクタル分布、確率分布には対数正規分布を仮定した。一方、平成 27 年度

に実施した応力降下量の不均質分布のモデル化には、空間的には k-1 の波数スペクトル

形状、確率分布には対数正規分布を用いている。応力降下量分布の k-1 波数スペクトル

分布は、地震発生の場は自己相似な不均質性を持つという推測のもと、ブロードバンド

で複雑な観測波形を再現するものとして提案されてきたものであり（「Frankel, 1991」、

「Herrero and Bernard, 1994」など）、波形インバージョンで得られるすべり分布の k-2

分布（「Somerville et al., 1999」、「Mai and Beroza, 2002」）と対応している。確率分布が

対数正規分布というのは、すべり量の確率分布から推定されている「Gusev, 2011」。す

べりと応力降下量の不均質分布を作る際に各波数に乱数で与える位相を合わせている。 

 k-2 空間不均質分布と対数正規確率分布によって作られる場で、図３－10－⑤－２の

SMGA の平均すべり量と全面積の関係を模すため、対数正規分布の形状（平均や分散

に当たるもの）を変えて不均質分布を生成した。その不均質すべり分布モデルから、様々

な面積を切り出してその内部の平均すべり量を計算し、すべり量が面積の 1/2 乗に比例

するとした補正を施し、面積―平均すべり量の分布をつくり、これが実地震の SMGA

の全面積―すべり量の関係を模すようにパラメータを調節した。こうして得られたすべ

り量の不均質分布を図３－10－⑤－３左に、再現された SMGA の全面積―平均すべり

量の関係を図３－10－⑤－３右に示す。  

 2011 年東北地方太平洋沖地震では、複数の SMGA からなる SMGA モデルが提案され

ている（「Asano and Iwata, 2012」、「Satoh, 2012」、「Kurahashi and Irikura, 2013」）。中で

も、破壊開始点に近い宮城沖の SMGA にあたる領域では、特に強い短周期パルスを発
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生した小領域が見つかっている（「野津，2012」、「Kurahashi and Irikura, 2013」）。そこで、

前述の、“地震が起きれば SMGA になるような場の応力降下量分布のモデル”から、宮

城沖の SMGA と同様の面積を取り出し、宮城沖 SMGA と同様の平均応力降下量、平均

すべり量を持ち、かつ、同様の特徴（面積と平均応力降下量）を持つ小領域を持つもの

が得られるかどうかを調べた。その結果、例えば、図３－10－⑤－４のような応力降下

量分布とすべり分布を持つ、宮城沖 SMGA に似た特徴を持つものが得られることがわ

かった。  

 

 
図３－10－⑤－１上：プレート境界地震の個々の SMGA の面積とその平均すべり量の関係。 

        下：プレート境界地震の個々の SMGA の面積とその平均応力降下量の関

係。  
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図３－10－⑤－２ プレート境界型地震の SMGA の全面積と個々の SMGA のすべり量の

関係。緑線は、すべり量を全面積のべき指数を固定せずにデータをべ

き関数近似したもの。赤線は、べき指数を 1/2 に固定してべき関数近

似したもの。  

 

 

図３－10－⑤－３ 左：作成された不均質すべり量分布モデル（但し平均を約５m とした

場合）。右：左図のすべり量分布の場で様々な大きさの SMGA が発生

した場合の、SMGA の面積とすべり量の関係。但し、すべり量が SMGA

面積の 1/2 乗に比例する（＝モーメントが SMGA 面積の 3/2 乗に比例

する）と過程し補正したもの。  
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図３－10－⑤－４ 2011 年東北地方太平洋沖地震の宮城沖の SMGA を模して作成した、

SMGA の不均質応力降下量・すべり量分布モデル“地震が起きれば SMGA になる

ような場の応力降下量とすべり量の不均質分布のモデル”から、宮城沖の SMGA と

同様の面積で、同様の平均応力降下量、平均すべり量を持ち、かつ、同様の特徴（面

積と平均応力降下量）を持つ小領域を持つものの例。緑の枠内が、SMGA 全体の平

均応力降下量の４倍の平均応力降下量を持つ小領域。左図は、「Asano and Iwata，2012」

の SMGA モデルの位置を示す。  
 

 2) 海陸地震波干渉法による伝播経路地殻構造モデルの検証・高度化 

 南海トラフ巨大地震による長周期地震動の生成・伝播特性に重要な役割を担う、震源域

から陸域における伝播経路モデル化の高度化に資する情報を得るため、海域の観測点と陸

域の観測点を組み合わせた２点間相互相関関数の利用した研究を進めている。海洋プレー

ト上面の上に位置する付加体が長周期地震動の増幅特性に大きく寄与していることは、

2004 年紀伊半島沖地震の観測記録の分析や地震動シミュレーションに基づいて、先行研究  

（例えば、「Yamada and Iwata, 2005」、「Furumura et al., 2008」、「Nakamura et al., 2014」）で

も指摘されており、震源域と陸域の間に位置する付加体の地震波速度構造を高度化するこ

とは、南海トラフ巨大地震の地震動シミュレーション研究の高精度化のためには不可欠で

あると考えられる。  

 平成 26 年度は、熊野海盆周辺海域において地震・津波観測監視システム（DONET1）を

運用する国立研究開発法人海洋研究開発機構地震津波海域観測研究開発センター（現在の

運用は国立研究開発法人防災科学研究所）より、DONET1 の広帯域地震計 20 点の連続波

形データ約 1.6 年分（2013 年１月 15 日～2014 年９月２日）の提供を受け、データフォー

マットの変換作業を実施した。DONET1 は５つのノードに各４つの観測点が接続されてい

る。各観測点には、Guralp 社製広帯域地震計 CMG-3T が設置され、３成分の地動速度記録

がサンプリング周波数 200 Hz で収録されている。陸側の観測点については、上記 DONET

１のデータ提供期間に対応する期間の記録について、国立研究開発法人防災科学技術研究

所の広帯域地震観測網（F-net）及び京都大学防災研究所の広帯域地震計（STS-1、STS-2

または STS-2.5 のいずれか３成分が設置されている）の連続記録を収集し、同様にデータ

フォーマットの変換作業を実施した。平成 27 年度は、平成 26 年度に整備したデータセッ
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トを用い、紀伊半島～四国地方と東南海地震の震源域である熊野海盆の間の地殻構造に注

目し、観測点間の相互相関関数を抽出するためのデータ解析を進めた。解析対象の広帯域

地震観測点を図３－10－⑤－５の地図に示す。解析手順は地震波干渉法の標準的手続きと

して提案されている解析手法「Bensen et al., 2007」に従った。以下、平成 27 年度に実施し

た解析の処理方法の概略を述べる。まず、連続記録を１時間毎のセグメントに分割し、

DONET1 地震計の設置方位情報「中野・他 , 2012」をもとに水平成分の波形データの座標

変換を行った。次に、記録のオフセットを補正した後に、0.025 Hz から 2 Hz の帯域通過フ

ィルターを適用した。非定常信号（地震、ノイズ等）の影響を抑制するため、時間領域に

おいて、Running Absolute Mean 法「Bensen et al., 2007」による正規化を行ったのち、Fourier

変換を行った。周波数領域でスペクトルホワイトニング操作を行い、２点間のクロススペ

クトルを成分ペア（３成分×３成分＝９通り）毎に計算した。これらのクロススペクトル

を Fourier 逆変換して、時間領域に戻した。これをすべての連続記録に対して行い、それら

を時間領域でスタックして、最終的な相互相関関数とした。スタッキングにより得られた

相互相関関数を座標変換「Lin et al., 2008」して、Vertical、Radial、Transverse 成分を作成

し、グリーンテンソルの Z-Z、Z-R、Z-T、R-Z、R-R、R-T、T-Z、T-R、T-T に対応する９

つの相互相関関数の組を得た。今年度は、平成 27 年度の処理で得られた各観測点ペアの相

互相関関数のデータセットのうち海域に展開されている DONET1 観測点のペアによる観

測点間相互相関関数の解析結果を用いて以下に詳述する解析を実施し、熊野海盆周辺海域

において、周期別の群速度の空間マッピングを行い、三次元速度構造モデル改良に資する

情報を得ることができた。  

 はじめに、各観測点ペアについて周期毎の群速度を推定した。まず、相互相関関数の時

間原点に対する非対称性が解析結果に及ぼすであろう影響を緩和するため、causal 成分（時

間軸上で時刻が正の部分）と anti-causal 成分（時間軸上で時刻が負の部分）の平均をとり、

そのペアの相互相関関数とした。ただし、昨年度の報告書に記載した通り、得られている

相互相関関数は時間原点に対してほぼ左右対称な形状を持つ信号が得られていることは確

認されている。  

 次に、Multiple Filter Analysis「Dziwonski et al., 1969」による時間－周波数解析を行い、

周期毎の群遅延時間を求めた。２地点間を伝播する表面波の伝播経路を２地点間の大円経

路で近似できると仮定し、２地点間の距離を群遅延時間で割ることにより、そのペアのそ

の周期における群速度推定結果とした。ここでは、主として Rayleigh 波の伝播に対応する

Radial 成分は(RZ-ZR)/2 成分「Takagi et al., 2014」により、主として Love 波の伝播に対応

する Transverse 成分は T-T 成分の解析により求めた結果を示す。図３－10－⑤－６に時間

－周波数解析の結果の一例を示す。左が KMB05 と KMA04 のペア、右が KMB05 と KMC11

のペアの結果であり、それぞれ上段が Rayleigh 波群速度の分散性、下段が Love 波群速度

の分散性を表している。この２例の比較では、KMB05–KMC11 間に比べ、KMB05–KMA04

間の群速度が、周期 10 秒以下（周波数 0.1 Hz 以上）で明らかに遅い群速度をもつことが

わかる。これは A ノード（KMA01～KMA04）が熊野海盆内に位置している観測点である

ため相対的に厚い堆積層が存在していることが期待されるのに対し、C ノード（KMC09～

KMC12）は南海トラフ近傍の付加体（外縁隆起帯）上に位置するため堆積層は薄いことに
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対応している。なお、B ノード（KMB05～KMB08）は熊野海盆の南端境界付近に設置され

ているため、このように B ノード−A ノード間の波動伝播と B ノード–C ノード間の波動伝

播を見比べることで、熊野海盆内外の地震波伝播特性の違いを把握することができる。ま

た、KMB05–KMA04 の Love 波の例では、高次モードに対応すると考えられるピークも見

られる。  

 図３－10－⑤－７は各観測点ペアに対して得られた群速度を空間上にマッピングした結

果である。個々の観測点を結ぶ直線の色がその観測点ペアに対する群速度を表している。

この図には、Love 波について、周期 5.0 秒、6.7 秒、8.3 秒の結果を示した。図３－10－⑤

－６で論じた２ペアの比較の時と同様、いずれの周期においても熊野海盆を横切るペアで

特に遅い群速度が得られている。例えば、周期 5.0 秒では群速度約 0.4 km/s と推定された。

このことは、周期 8 秒程度の長周期の地震動伝播であっても、海盆に存在する堆積層の影

響を無視することはできないことを意味している。一部には S/N が不十分等の理由により、

周囲と値が大きく異なるなど異常値が残っているペアがある。これらについて精査した上

で、群速度トモグラフィなどの手法も用いつつ、より精緻なマッピングを行って、速度構

造モデルの高度化に繋げていく必要がある。なお、Rayleigh 波は海水層の影響を含むため、

解析結果の解釈や利用には注意が必要である。Love 波については、海底面でのせん断応力

が０になることから、海水層は自由表面と同じ取り扱いができる。  

 平成 29 年度は、平成 28 年度までに得られた相互相関関数や群速度を用い、外縁隆起帯

－熊野海盆－紀伊半島南部にかけての速度構造モデルの検証を進める計画である。  

 

 
 

図３－10－⑤－５ 解析対象の広帯域地震観測点。黒色三角印が DONET1 観測点の

位置を表す。標高及び水深は一般財団法人日本水路協会海洋情

報研究センター刊行の日本近海 30 秒グリッド水深データ第二

版を使用した。  
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図３－10－⑤－６ 相互相関関数の時間－周波数解析の例。左：KMB05–KMA04、右：

KMB05–KMC11。それぞれ上段が Rayleigh 波（Radial 成分）、下段が

Love 波（Transverse 成分）に対応する。  

 

 
 

図３－10－⑤－７ 熊野海盆周辺での Love 波群速度の空間分布。観測点間を結ぶ線の色

が対応するペアの群速度を表す。左から、周期 8.3 秒、6.7 秒、5.0 秒

の群速度を示す。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築に関して、今年度は、不均質 SMGA

モデルのすべり分布モデルを構築した。また、平成 27 年度に構築した応力降下量分布

モデルと合わせ、2011 年東北地方太平洋沖地震で見いだされた強い短周期パルス源を

含む SMGA が不均質 SMGA 分布モデルで生成可能なことを示した。今後は、破壊伝播

など、残る震源パラメータの不均質分布のモデル化を進め、波形モデリングを通して不

均質 SMGA モデルの妥当性を検討したい。  
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 海陸地震波干渉法による伝播経路地殻構造モデルの検証・高度化に関しては、今年度

は、平成 27 年度の処理で得られた各観測点ペアの相互相関関数を用いた時間－周波数

解析を実施し、外縁隆起帯から熊野海盆周辺にかけての海域において、周期別の群速度

の空間マッピングを行った。解析対象とした周期帯において、熊野海盆内での群速度は、

海盆外の群速度に比べ小さいことが定量的に示された。次年度は、今年度までの成果を

踏まえて、外縁隆起帯～熊野海盆～紀伊半島南部にかけての速度構造モデルの検証を進

めたい。  
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⑥シミュレーションに基づく南海トラフ地震津波の検証・評価  

(a) 業務の要約  

南海トラフ巨大地震の強震動・長周期地震動津波評価の高度化に向けて、地震動シミュ

レーションコードにおける減衰（Q）モデルの広帯域化をはかり、長周期地震動計算を通じ

て従来の簡便な Q モデル（Q 値が周波数とともに直線的に増大するモデル）と比較して、

その有効性を確認した。また、南海トラフ巨大地震の震源モデルの多様性・不確定性が強

震動評価のバラツキに与える影響を定量評価するために、破壊開始点を日向灘沖、潮岬沖、

駿河湾に変えた長周期地震動のシミュレーションを実施し、長周期地震動の速度応答レベ

ルのバラツキを評価するとともに、断層破壊モデルに現実的な不均質破壊を考慮すること

で、そのバラツキが小さくなることを確認した。 

 従来日向灘における大地震、あるいは明応七年八月廿五日（1498 年７月９日）の明応東

海地震に先行する明応南海地震と考えられてきた明応七年六月十一日（1498 年６月 30 日）

について、『九州軍記』の底本であると考えられる『方丈記』、『平家物語』、『源平盛

衰記』、『太平記』の地震被害記述と『九州軍記』の地震被害記述の比較・検討を行った。

その結果、『九州軍記』における九州大地震の記述のほとんどは『源平盛衰記』における

元暦二年七月九日（1185 年８月６日）の大地震による京都の被害記述に酷似していること

が分かり、『九州軍記』における被害記述はこの軍記物語を盛り上げるための創作である

ことがほぼ確実であると結論された。したがって、この日に日向灘の大地震あるいは明応
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南海地震は発生していないと考えられる。1707 年宝永地震、1854 年安政東海・南海地震に

ついて震源域の広がりと震源象の明確化のために、既往研究成果としてこれらの地震の震

度分布の収集を行い、データのデジタル化を行った。また、1944 年東南海地震、1496 年南

海地震についても震度分布の収集と検討を行い、これらの震度分布と宝永地震・安政地震

の震度分布との比較・検討のための基本データとして、あるいは震源モデル推定のための

データとして蓄積した。1854 年安政東海地震と 1944 年東南海地震津波との津波波源域の比

較を行うため、あるいは両地震津波の特徴の共通点と相違点を検討するために、熊野灘沿

岸地域（三重県南伊勢町、大紀町、尾鷲市）における 1854 年安政東海地震と 1944 年東南

海地震による津波高の調査と、史料調査による同地域における安政東海津波と昭和東南海

津波による被害状況の復元を行った。 

 

(b) 業務の成果  

1) 長周期地震動シミュレーションの高度化のための Q モデルの広帯域化  

 これまで強震動・長周期地震動の差分法シミュレーションにおいて、計算機の記憶容

量と演算性能の制約により、比較的簡単な非弾性（Q）モデル「Graves, 1996」が一般

に用いられてきた。このモデルでは、Q 値に対応する減衰係数を、差分法計算の過程に

おいて速度場と応力場に毎タイムステップで乗じることで、地震波動場を時間とともに

減衰させる。計算コストは小さいが、P 波と S 波に対して個々の Q 値（Qp と Qs）を区

別して与えることができないこと、Q 値が周波数に比例して大きくなる強い周期依存性

を持つ制約があった。このため、広帯域（短周期〜長周期）の地震動のシミュレーショ

ンに適用した場合に、長周期の地震動ほど実効的な Q 値が小さくなるために、長周期

地震動を過小評価する問題があった。  

 近年の計算機の飛躍的な能力向上により、より高精度な非弾性減衰モデルの利用が

可能になり、これまでいくつかのモデルが開発された（たとえば、「Moczo, 2007」）。

本研究では、南海トラフ巨大地震の広帯域地震動シミュレーションに向けて、周期 10

〜0.2 秒程度以上の帯域で Qp、Qs 値を適切に評価することのできる非弾性減衰モデル

を３次元差分法計算コードに組み込み、長周期地震動の試験計算を通してその有効性

を確認した。  

 地震波解析に基づく従来の研究から、地殻・マントル（リソスフェア）の Q 値は、

周波数 0.5〜１Hz 以上の高周波数では直線的に増加する強い周波数依存性を持ち、お

よそ 0.5〜１Hz 以下では一定の値となる Q 値の周波数特性が示されている「佐藤，1984」

（図３−10−⑥−１(a)）。本研究では、非弾性による応力—歪み構成方程式の時間遅れの

効果を、一般化 Maxwell Body を用いて表現することとし、この際に有効となる中心周

波数が異なる複数の Maxwell Body を並列に結合することで、広い周波数範囲で Q 値

一定を実現した。Maxwell Body による応力—歪み構成方程式の時間遅れは、差分法計

算において前タイムステップの応力場を保存する変数（メモリ変数）を設けることで

実現した。  

 図３−10−⑥−１(b)は、３個の Maxwell Body を用いて、周波数 0.005〜0.5Hz の周波数

帯域で Q 値を一定（Q=100）にしたものである。比較のために、（B）従来の周波数依
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存性が強いモデル「Graves, 1996」、（C）Maxwell Body を１個だけ用いた狭帯域（0.5 Hz

前後）の Q 値一定モデルで表現される Q の周波数依存性も図示する。非弾性減衰の効

果は、せん断応力（Qs）と垂直応力（Qp）の成分に区別して与えられる。  

 新しい広帯域 Q モデルを組み込んだ差分法シミュレーションの有効性を簡単な２次

元差分法シミュレーションから確認した。図３−10−⑥−２に示す計算領域は、2004 年

新潟県中越地震の震央から関東平野を横断して千葉に向かう方向にとった断面であり、

新潟の深さ５km に震源を置き関東平野での長周期地震動を評価した（図３−10−⑥−２

(a)）。これと比較して、狭帯域 Q 値一定モデル（中心周波数 0.5Hz）による計算（図３

−10−⑥−２(b)）では、周期数秒の長周期の表面波の振幅が小さく、かつ表面波の分散

が弱いために表面波全体の到着時刻が早くなる傾向がわかる。また、従来から用いら

れた簡便な Q モデルの計算（図３−10−⑥−２(c)）結果は、従前から指摘されてきたよ

うに、地震波の長周期成分に対する実効 Q 値が小さくなるために、長周期地震動の距

離減衰が大きく、表面波が平野の端に到達するまでにほとんど消滅してしまう不自然

な結果となることがわかる。  

 ３つの Q モデルを用いて計算された、都心部での長周期地震動波形の速度応答スペ

クトル（減衰定数＝５％）を求めると、周期２秒以下の短周期地震動成分においては、

従来の Q モデル、狭帯域 Q 値一定モデル、広帯域 Q 値一定モデルの結果に違いは見ら

れないが、周期２秒以上の長周期帯では、速度応答レベルに最大５倍程度の大きな違

いが現れることがわかる。  

 新規導入した広帯域 Q モデルの３次元差分法計算では、従来の簡便な Q モデルに比

べて、メモリ変数の導入により必要な総メモリ量は約 1.5 倍に、また計算時間は２倍

になるが、近年の高速計算機の環境下では重大な問題にはならないと考えられる。  

 

図３−10−⑥−１ (a)地殻・マントル（リソスフェア）における S 波の非弾性減衰（Qs）

の強さとその周波数依存性（「佐藤、1986」に加筆）。周波数 0.5〜１

Hz より高周波数側では Q の周波数依存性が、低周波数側では Q 値一

定となる。(b)差分法に組み込んだ３つの Q モデル（A）広帯域 Q 値

一定モデル、（B）Q の周波数依存性を持つモデル「Graves, 1996」。(c) 
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狭帯域での Q 値一定モデル。  

 

 
図３−10−⑥−２ (a)広帯域 Q 値一定モデルによる長周期地震動の差分法計算。新潟県中

越地震における、新潟〜関東平野にかけての計算波形（地下構造モデ

ルは右下に示す）。(b) 狭帯域 Q 値一定モデルの計算結果（緑；広帯域

Q 値モデルの波形を黒で示す）。(c) Q の強い周波数依存性を持つモデ

ルの計算結果（赤）。  

 

2) 南海トラフ巨大地震の震源モデルの多様性・不確定性が強震動評価のバラツキに与え

る影響評価 
 南海トラフ巨大地震の想定震源域は駿河湾〜日向灘にかけての700 kmの範囲に及ぶため、

震源（破壊開始点）の位置と断層破壊の伝播方向によっては、震源域の周辺地域における長

周期地震動のレベルが大きく変動することが考えられる。これは、断層破壊方向に沿って位

相の揃った地震波が重なり合うことで増幅する、地震波放射の Directivity 効果によるもので

ある。しかしながら、現実の断層滑りでは空間的に不均質性が強く、かつ破壊伝播速度に揺

らぎが大きいと考えられ、地震波の位相特性にランダム性が強くなる結果、Directivity 効果

は弱く、破壊伝播方向の違いによる地震動のレベルの変動は小さくなることも考えられる。 
 そこで、本研究では、南海トラフ沿いの最大（M９）規模の震源モデルを用いて、①断層

破壊が日向灘から潮岬を経由して駿河湾に向かうシナリオ、②駿河湾から日向灘に向かうシ

ナリオ、③潮岬から日向灘と駿河湾の両方向に向かうシナリオの３つについて、地震波伝播

シミュレーションを実施し、都心（K-NET 新宿、TKY007 地点）での長周期地震動レベルと

その変動を、破壊伝播に揺らぎが有る場合とない場合で比較し、Directivity 効果の影響を確

認した。 
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 まず、断層面に沿って、Vr=2.7 km/s の速度で断層破壊が一様に進む場合を想定した計算

では、関東平野に向かって断層破壊が進行する③のケースで最も長周期地震動が強くなり、

これと逆に、断層破壊が関東平野から遠ざかる①のケースで小さくなることが確認できた。

この際の速度応答スペクトルのレベルは、周期５秒で３倍を超えた。 
 次に、断層破壊速度に揺らぎを与えた（平均速度に標準偏差１0%の一様ランダムを付加し

た）場合には、破壊伝播方向による①〜③ケースの周期５秒の速度応答の差は 1.5 倍以下に

小さくなった。また、また長周期側での速度応答値が一様破壊モデルによる速度応答値の半

分程度に小さくなった。これは、断層破壊に伴う地震波放射の Directivity 効果は波長が長く

位相が揃いやすい長周期側ほど大きいためである。ただし、現実の断層運動では断層破壊伝

播の不均質性により、Directivity 効果は一定以上強くはならないと考えられる。 
 単純な断層の一様破壊を仮定した強震動シミュレーション結果は長周期地震動では過大評

価となる可能性が高く、破壊の不均質性の適切な評価により、長周期帯での地震動のレベル

も、破壊伝播方向による長周期地震動のレベルの変動も小さくなることが考えられる。 
  

 

   図３−10−⑥−３ 南海トラフ巨大地震の長周期地震動シミュレーションによる、都心部

（K-NET007 新宿地点）での長周期地震動の比較。(a)断層破壊が駿河

湾〜潮岬〜日向灘に進行するシナリオ①、(b)潮岬から両側に広がるシ

ナリオ②、(c)日向灘から駿河湾に進行するシナリオ③。  
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   図３−10−⑥−４ 南海トラフ巨大地震の長周期地震動シミュレーションによる、都心部

（K-NET007 新宿地点）での長周期地震動の速度応答スペクトルの比較。

(a) 断層の一様破壊における、シナリオ①〜③の速度応答レベルの比較、

(b)断層破壊にランダム揺らぎを与えた場合のシナリオ毎の応答レベル。 

 

3) 明応七年六月十一日（1498 年６月 30 日）の大地震に関する検討  

  昨年度に引き続き、従来日向灘における大地震、あるいは明応七年八月廿五日（1498

年７月９日）の明応東海地震に先行する明応南海地震と考えられてきた明応七年六月

十一日（1498 年６月 30 日）について史料の見直しを行い、その地震像の再検討を行

った。昨年度の『九州軍記』における九州大地震の記述の検討に加えて、『九州軍記』

の底本であると考えられる『方丈記』、『平家物語』、『源平盛衰記』、『太平記』の地震

被害記述と『九州軍記』の地震被害記述の比較・検討を行った。その結果、『九州軍記』

における九州大地震の記述のほとんどは『源平盛衰記』における元暦二年七月九日

（1185 年８月６日）の大地震による京都の被害記述に酷似していることが分かり、『九

州軍記』における被害記述はこの軍記物語を盛り上げるための創作であることがほぼ

確実であると結論された。したがって、この日に日向灘の大地震あるいは明応南海地

震は発生していないと考えられる。以上の検討結果を『地震』に投稿し、平成 29 年３

月 10 日に受理された。  
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表３−10−⑥−１ 明応七年六月十一日（1498 年 6 月 30 日）の大地震についての記述があ

る史料。  
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 さらに、1498 年６月 30 日の大地震の記述がある『九州軍記』を除いた史料 16 点（表

３−10—⑥−１）の信頼性の検討を行った上で、この地震の震央がどこであるのかの検討

を行った。その結果、京都における宮中・公家と奈良における僧侶によって執筆され

た日記史料以外は、作者あるいは編者不明である後世の編纂物であり（表３−10—⑥−

１）、また、その史料が編纂された場所の記述と京都や鎌倉における出来事の記述が混

在しているために、これらの史料に記述された大地震について、その発生時期の信頼

性が著しく低い上に、これらの史料が執筆・編纂された場所において感じられたどう

かの信頼性も著しく低いと結論された。したがって、1498 年６月 30 日の大地震の震

央の特定するために京都・奈良における日記史料以外の史料を用いることは避けるべ

きであると考えられる。しかしながら、図３—10−⑥−５は 1923 年１月１日〜2016 年 12

月 31 日の期間に京都で震度３以上の揺れをもたらした地震の震央分布(a)、同期間に奈

良において震度３以上の揺れをもたらした地震の震央分布(b)であるが、京都と奈良の

日記史料にこの地域における被害記述がないことから、この大地震の震央は京都・奈

良の近辺でないことは確実であるが、京都・奈良の日記史料のみから、この大地震の

震央がどこであるのかを特定することは困難であることが分かった。 
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図３−10−⑥−５ 1923 年１月１日〜2016 年 12 月 31 日の期間に京都で震度３以上の揺

れをもたらした地震の震央分布(a)、同期間に奈良において震度３以

上の揺れをもたらした地震の震央分布(b)。  

 

 4)  1707 年宝永地震、1854 年安政東海・安政南海地震、1944 年東南海地震、1496 年南

海地震の震度分布の整理 

   1707 年宝永地震、1854 年安政東海・南海地震について震源域の広がりと震源像の明

確化のために、既往研究成果としてこれらの地震の震度分布の収集を行い、これらの

データのデジタル・データベース化を行った。また、1944 年東南海地震、1496 年南海

地震についても震度分布の収集と検討を行い、これらの震度分布と宝永地震・安政地

震の震度分布との比較・検討のための基本データとして、あるいは震源モデル推定の

ためのデータとして蓄積した。1707 年宝永地震、1854 年安政東海・南海地震について

は、「萩原，1974」、「飯田，1979」、「宇佐美・大和探査技術，1994」、「宇佐美，2010」、
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「松浦・他，2011」、「宇佐美・他，2013」による震度データを収集してデジタル・デ

ータ化した。また、1944 年東南海地震、1496 年南海地震については、「中央気象台，

1951」、「中央気象台，1953」による震度に加えて、東京大学地震研究所で行われたア

ンケート調査の再解析により震度分布の推定を行った。図３−10−⑥−６にアンケート調

査の再検討により推定された 1944 年東南海地震の震度分布を示すが，本研究の再検討

により河角震度階（「河角，1943a」、「河角，1943b」）による震度階によるアンケート

震度を旧気象庁震度階の震度に無理なく変換することができた。さらに、東南海地震・

南海地震の直後に発生した 1948 年福井地震についても、南海トラフ沿いの巨大地震

の復旧・復興期に起きた内陸地震が当時の社会に与える影響を知ることが次の南海ト

ラフ地震防災に向け重要であるので、その震源モデルの解明に向けて、直後に行われ

たアンケート調査結果の再検討による震度推定を行った。  

 

 
図３−10−⑥−６ 地震直後に行われたアンケート調査結果の再検討により得られた 1944 年

東南海地震の震度分布。(a)河角震度階（「河角，1943a」、「河角，1943b」）

による震度分布。(b)旧気象庁震度階に変換した震度分布。  
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 5) 熊野灘沿岸地域における 1854 年安政東海地震・1944 年東南海地震の津波高調査  

  昨年度に続き、1854 年安政東海地震と 1944 年東南海地震津波との津波波源域の比

較を行うため、あるいは両地震津波の特徴の共通点と相違点を検討するために、熊野

灘沿岸地域（三重県南伊勢町、大紀町、尾鷲市）における 1854 年安政東海地震と 1944

年東南海地震による津波高の調査と、史料調査による同地域における安政東海津波と

昭和東南海津波による被害状況の復元を行った。  

 

  a) 文献史料調査  

     三重県立図書館において、三重県度会郡南伊勢町をはじめとした熊野灘沿岸地域に

関する史料・資料を収集した。同時に現地・南伊勢町において 1854 年安政東海地震津

波および 1944 年昭和東南海地震津波に関する史料調査を行った。棚橋竃区において当

地区における宝永地震津波、および昭和東南海地震津波時の被害状況を記す史料を見

つけ、複写収集した（写真３—10−⑥−１）。両者未刊行であり、特に 1707 年宝永津波に

関する史料は現地教育委員会も未見のものである。今後宝永津波に関する研究を進め

る上でも非常に貴重な史料であるといえる。また河内区の仙宮神社にて昭和東南海地

震津波関連の史料を複写収集した。  

 
写真３—10−⑥−１ 『棚橋竃の東南海津波記』  

 

b) 津波高調査 

 三重県度会郡南伊勢町（旧南勢町および旧南島町）において、レーザー距離計を用

い、安政東海地震津波および昭和東南海地震津波による津波高を測定した。測定地点

の水準計測については、2500 分の 1 地形図記載の標高点を基準とし、レーザー距離計

TruPulse360 を用いて測定した。浸水高決定法に関しては、「行谷・都司，2005」を参考にした。

i) 安政東海地震津波の津波高 

 調査対象地である旧南島町河内区の仙宮神社では現・参道入口北部の空き地にあっ

た宮司家元屋敷および大日堂が宝永・安政の二度にわたり流失したとする口伝が残さ

れている。確実度は低いものの計２地点の津波高が得られた。 
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ii) 昭和東南海地震津波の津波高 

 三重県度会郡南伊勢町相賀浦区（旧南勢町）および棚橋竃区、古和浦区、栃木竃区、

河内区、東宮区（以上、旧南島町）において、レーザー距離計を用い、昭和東南海地

震津波による津波高を測定した。準拠としたのは、主に現地聞き取り調査による口碑

である。昭和東南海地震発生から本年度まで 70 余年経過したが、当地域には 80～90

代の直接経験者がいまだ多数存命する。そのため聞き取り調査によって比較的高精度

の浸水高・遡上高が得られると考えた。  

 

 
写真３—10−⑥−２ 1944 年東南海地震津波の痕跡 

 

 以上の結果、五ヶ所湾相賀浦区（旧南勢町）において計３点、旧南島町地域において計 10

地点の津波高が得られた。うち３地点は遡上高である。特に河内区の仙宮神社では、明治 15

年（1882 年）築の社務所の雨戸に 1944 年被災時の浸水痕を確認し、確実な浸水高を断定す

ることができた（写真３−10−⑥−２）。 

 和浦区市街の浸水高は、ほぼ３m 程度であったが、栃木竃区や棚橋竃区、河内区ではおお

むね４～５m 以上であった。これは五ヶ所湾周辺（旧南勢町）の３m 程度と比べると高い数値で

ある。今後さらに測定地点を増やし、南伊勢町全体における津波高分布をまとめる予定

である。  

 

c) 各村落の津波被害の分布状態の整理と検討  

  三重県旧南勢町（現・三重県度会郡南伊勢町東部地域）に関して、安政東海地震津

波（1854）における被害規模を、文献史料を元にして、村落ごとに各種津波被害の分布

状態を従来研究との対比も含めて整理・検討した（「鳴橋・他，2016」）。南伊勢地域は紀伊半

島中部に位置し、南海トラフに直面する形となっている。東部の旧南勢町と、西部の旧南島町

に大きく区分することができ、熊野灘沿岸地域には典型的なリアス式・溺れ谷地形が発達する。

本論では旧南勢町五ヶ所湾地域における 1854 年安政東海地震津波による被害規模と分布

を調べるため、４つの未刊行史料を含む合計 16 の史料を収集した。近代以前の地方社会に

おける筆記史料ということもあり、各史料の数値にばらつきがあるため、なるべく正確な数値を
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選別するための基準を最初に設けた。次いでそれに則って選別した３点の史料を元に具体的

な被害数値をまとめた。特に基準とした『南嶋津浪被害覚』は新出の史料である。得られた五

ヶ所湾地域における被害状況とその分布に関してまとめる。 

 

i) 人的被害は湾最奥部の神津佐およびで東岸湾口部の田曽浦が各３人で最大であった。こ

れは従来の報告よりも多い結果となった。湾最奥部の五ヶ所浦、東岸湾口部の宿浦が各１人

でこれに続く。牛馬は分布に偏りがあるため一概には言えないが、湾奥部の死亡数が多い。 

 

ii) 流失率・全潰率は湾最奥部の五ヶ所浦、神津佐村で最大となった。東岸湾奥部の下津浦

でも流失率・全潰率が比較的高い。死者数同様、東岸湾口部の宿浦、田曽浦でも全壊率が

比較的高い。田曽浦の流失数は五ヶ所浦、神津佐村に次ぐ８軒であった。 

 

iii) 主屋の浸水率は、湾中央の海底谷地形に沿った、沿岸部にある田曽浦、礫浦、中津浜

浦、木谷等が高い。特に前３地点は全集落が潮入した。 
 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 強震動・長周期地震動シミュレーションと予測の高度化に向け、差分法計算コードに

メモリ変数を用いた広帯域 Q 値一定のモデルを導入した。その結果、従来の Q 値の周

波数依存を持つ簡便なモデルを用いた計算と比較して、広帯域の地震動計算及び、Qp

と Qs を区別したシミュレーションが可能となり、南海トラフ地震の強震動・長周期地

震動評価のためのシミュレーション環境が整った。  

 南海トラフ巨大地震の震源モデルの多様性・不確定性が強震動・長周期地震動評価のバ

ラツキに与える影響を評価した。震源（破壊開始点）と断層破壊による Directivity 効果によ

る地震波の強い放射方位性が起きるが、実際には断層破壊に不均質性が存在すると考えられ、

長周期地震動の破壊伝播のシナリオ毎の違いは大きくならない（1.5 倍程度）と考えられる。

逆に、一様破壊を考える単純な震源モデルでは、破壊伝播のシナリオごとの長周期地震動の変

動幅を過大評価する心配がある。このほかにも、地下構造の不均質性によっても Directiity 効

果の変動が期待できる。 

 現在、シミュレーションに用いられる地下構造モデルでは、現実の不均質地下構造に比べ

て不均質性が過小評価されている。長周期地震動の正しい評価と強震動予測のバラツキ評価に

は、地下構造探査に基づく詳細な地下構造モデルの推定必要であるが、これに加えて探査から

推定することのできない微細なスケールの不均質構造は、たとえば地震波の散乱・減衰特性や

地質情報に基づいて、統計的に“揺らぎ”として付与するような手法について検討が必要であ

る。また、断層破壊速度の揺らぎのスケールについても、地下構造の不均質性のスケールと同

時に検討する必要がある。 
 従来、日向灘における大地震あるいは明応七年八月廿五日（1498 年７月９日）の明

応東海地震に先行する明応南海地震と考えられてきた明応七年六月十一日（1498 年６

月 30 日）について史料の見直しを行い、その地震像の再検討を行った。『九州軍記』に

おける被害記述はこの軍記物語を盛り上げるための創作であることがほぼ確実である
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と結論され、この日に日向灘の大地震あるいは明応南海地震は発生していないと考えら

れる。さらに、1498 年６月 30 日の大地震の記述がある史料 16 点の信頼性の検討を行

った上で、この地震の震央がどこであるのかの検討を行ったが、この大地震の震央は京

都・奈良の近辺でないことは確実であるが、京都・奈良の日記史料のみから、この大地

震の震央がどこであるのかを特定することは困難であることが分かった。したがって、

今後、歴史地震について信頼性の高い史料のみからどれだけの情報が引き出せるのかに

よってランク分けする必要があると考えられる。  

 1707 年宝永地震、1854 年安政東海・南海地震について震度分布の収集を行い、これ

らのデジタル・データベース化を行った。また、1944 年東南海地震、1496 年南海地震

についても震度分布の収集と検討を行い、これらの震度分布と宝永地震・安政地震の震

度分布との比較・検討のための基本データとして、あるいは震源モデル推定のためのデ

ータとして蓄積した。今後、これらのデータについて比較・検討を行い、同じ地震に関

する震度データの統合を行う予定である。  

 熊野灘沿岸地域における 1854年安政東海地震と 1944年東南海地震による津波高調査

と、史料調査による同地域における安政東海津波と昭和東南海津波による被害状況の復

元を行った。今後、さらに調査範囲を広げ、熊野灘沿岸地域全体における津波高分布の測定

と被災状況を復元していく。今年度では聞き取りのみで津波高の測定ができなかった複数地域

の観測点において、来年度は津波高の測定を行うことを予定している。 
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⑦和歌山県沿岸における安政東海・南海地震の津波痕跡高の再評価  

(a) 業務の要約  

 和歌山県沿岸は、一連の南海トラフ巨大地震により大きな津波被害を受けてきた。当

該地域における南海トラフ巨大地震による津波高については、「羽鳥，1980」、「羽鳥・

他，1983」、「都司・岩崎，1996」により現地調査が実施されている。一方で、和歌山県

はこれまでより津波碑の重要性を認識し、津波災害を忘れないための事業を継続して行

ってきた。その中で、災害史料の収集および解釈についても精力的に実施しており、多

くの成果を得ている状況にある（「和歌山県立博物館，2015」、「和歌山県立博物館，2016」）

本業務では、既往研究では取り上げられていなかった地震史料や最近に発掘された史料

に基づいて安政南海地震津波の痕跡調査を実施し、その調査結果を報告することを目的

とする。  

 

(b) 業務の成果  

1) 調査方法  

 本調査では、『新収日本地震史料第五巻別巻五ノ二』「東京大学地震研究所，1987」、

『新収日本地震史料補遺別巻』「東京大学地震研究所，1989」、『新収日本地震史料続補

遺別巻』「東京大学地震研究所，1994」、『日本の歴史地震史料拾遺四ノ上』「宇佐美，2008」、

『日本の歴史地震史料拾遺五ノ下』「宇佐美，2012」、『続熊野の史料』「浜畑，1977」、

『由良町誌』「由良町誌編集委員会，1985」の中から、和歌山県沿岸の津波被害やその

到達に関する記述に基づき実施した。一連の南海トラフ巨大地震による和歌山県沿岸の

津波痕跡に関する先行研究において、御坊、田辺、白浜などでは多くの津波痕跡高が評

価されている。本研究では、先行研究で津波痕跡高が評価されていない地域や新史料に

よりさらに詳細に津波痕跡を評価できる見込みのある地点を重点的に調査した。具体的

には太地町、串本町古座地区、同町有田地区、由良町である。  

なお、これまでに発行されてきた地震史料集に編纂されていない新史料としては、

串本の郷土史研究家上野一夫氏ご提供の有田浦の津波被害を記した『大地震通浪記録』

である。  

津波痕跡の測量方法としては、その該当地点の位置情報と標高を計測した。計測方
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法としては、該当地点において、VRS-GNSS 計測（Ashtech 社製 Promark100、Leica 

Geosystems 社製  GS10）による位置情報と標高（T.P.基準）を取得した。市街地や丘陵

地など開空率が低く VRS-GNSS 計測が難しかった場合には適切な地点に機器を設置し、

評価対象地点までをレーザー測距機（Pentax 社製 V-460C、Laser Technology 社製 Impulse 

200）を用いたオフセット計測（写真３−10−⑦−１）、あるいは国土地理院による 5 mDEM

から標高を読み取った。津波痕跡高は、この標高値と史料に記されている被害状況や浸

水深を考慮することにより推定した。  

 
既往研究（例えば、「Hatori，1964」、「首籐，1992」、「飯塚・松冨，2000」、「越村・

他，2009」）により、津波浸水深などの津波外力と建物被害状況の関係が言及されてき

た。「行谷・今井，2015」は歴史時代の津波において、家屋被害率からその地域の津波

浸水深について、被害関数から評価できる可能性について検討を行った。本稿では、1854

年安政南海地震津波における和歌山県由良浦および徳島県宍喰浦に残された津波被害

絵図から読み取った家屋流失率に基づいた被害関数「今井・行谷，2016」を利用した。

図３−10−⑦−１の被害関数は正規分布に基づいており、PD は流失被害割合、μおよびσ

は外力（津波浸水深）の平均値と標準偏差を示している。各史料の中で津波到達点を明

確にすることができなくとも、家屋流失割合とこの被害関数を利用することで、津波浸

水深 D を与えることが可能となる。浸水域内において全ての家屋流失が生じた場合は

 

写真３−10−⑦−１ 測量風景（念興寺 W34） 

 
図３−10−⑦−１ 江戸後期木造家屋の津波

流失被害関数の一例 
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D > 3.0 m、半分以上の家屋、あるいは大部分の家屋流失被害が生じた場合は D=2.5±0.5 

m、半分以下の家屋流失被害の場合であれば、D=1.5±0.5 m、浸水のみで家屋流失無し

の場合は D < 1.0 m とした。  

 

 ii) 調査結果  

本調査では和歌山県沿岸のうち、既報研究（「羽鳥，1980」、「都司・岩崎，1996」）

において詳細な調査が実施されていない太地町、古座町および串本町有田、由良町にお

いて実施した。   

図３−10−⑦−２に太地における津波痕跡高分布を示す。以降、図中の括弧は津波痕跡

分類を示し、I は浸水高、R は遡上高、T は津波振幅を示す。『古座地方年代誌』（「東京

大学地震研究所，1987」の p.1579）によると、“太地水の浦家流れる”とある。また、

『熊野太地浦捕鯨史』（「東京大学地震研究所，1994」の p.735）では、“大納屋（村内

向島ニアル捕鯨機械置場予備船数隻備付）又激水漲リ、漁具ハ破損亡失シ…”とある。

現地で水浦集落の場所についてヒヤリングを行ったところ、現在の太地町太地周辺であ

ることがわかった。この地域で家が流れたどの程度流出被害が生じたかは不明であるが、

少なくとも流出被害が生じているため、D=1.5±0.5 m として津波浸水高を 4.1±0.5 m 

（W4）とした。  

向島は太地町漁協の対岸に位置する。太地町役場や中心市街地は埋め立て地であり、

現在は陸続きになっているが、安政南海地震の頃は水浦集落に向かい合うように島があ

り、ここに捕鯨場があった。現地でのヒヤリングによると、史料にある大納屋の場所は

不明であるが、捕鯨場の位置を特定することができた（写真３−10−⑦−２）。この場所で

も漁具破損亡失とあるため、D=1.5±0.5 m として津波浸水高を 3.8±0.5 m（W5）とし

た。なお、この津波高を数値解析で再現する場合には、埋め立て地の地形復元が必要に

なるため、注意を要する。  

 

  

図３−10−⑦−２ 太地における津痕跡高分布  写真３−10−⑦−２ 捕鯨場跡地（W5） 
 

 図３−10−⑦−３に古座における津波痕跡高分布を示す。古座においては、『古座切目屋

日記』（「浜畑，1977」の p.870〜878）と『紀州小山家文書』（「宇佐美，2012」の p.1294
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〜1296）に津波被害の記載がある。「都司・岩崎，1996」は『古座切目屋日記』と同様

の記述内容から津波痕跡高を評価しているが、串本の郷土史研究家上野一夫氏のご協力

の下、史料記載の地名位置を明らかにすることができたため、ここに報告する。  

『古座切目屋日記』（「浜畑，1977」の p.203〜208）によると、安政東海地震津波時

に古座川左岸の古座集落の海岸近くの石垣において“下地石垣一ぱいの浪に候”の津波

だったようである。この石垣の現在位置は写真３−10−⑦−３の状況となっている。この

標高は 4.6 m（W9-1）であった。石垣一ぱいであるから、この高さが津波高となる。  

 

  

図３−10−⑦−３ 古座における津波痕跡高分布  写真３−10−⑦−３ 下地石垣の位置  

（W9-1）  
 

この地震からおおよそ 30 時間後に発生した安政南海地震津波により、古座では大き

な被害を受けている。同史料によると、“汐嵩二丈五尺許りの高さにて打ち入り…”

（W9-2）、“この浪一つにて鯨場より下へ家廿軒上り候。五十軒は一つの浪にて流出い

たし…”、“家流れ留まり候は、下地広小路より上ヶ二三軒目…”、“町筋は札場迄潰れ家、

流れ物杯にて山の如く打ち寄せ…”とある。現況においても、鯨場から広小路までは

50 棟程度であるため、鯨場から広小路までは２～３軒残してすべて流出したと見なす

ことができる。鯨場での浸水深を D=2.5±0.5 m とすると、ここでの津波浸水高は 7.1

±0.5 m（W10）となり、“汐嵩二丈五尺許りの高さにて打ち入り…”と調和的といえる。

札場（W11）や広小路（W12）では、家屋流出が留まったが漂流物により埋め尽くされ

たとの記述から、これらでの浸水深は D < 1.0 m が妥当であろう。  

古座川右岸の西向における小山家においては“当家ヘハ浪際ヨリ弐間程も間有之”

であったようである（『紀州小山家文書』）。津波先端が小山家屋敷から 3.6 m 程度まで

迫った訳である。上野氏の協力により、小山家の門前跡地を特定することができた。こ

こでの津波痕跡高は、小山家門前跡地前の地盤高を津波遡上高（W8）と判断した（写

真３−10−⑦−４）。  
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写真３−10−⑦−４ 小山家屋敷の門前付近（W8） 

 

『紀州小山家文書』には、串本周辺の津波被害に関する記述もあり、串本町伊串や

姫では“無被害”、橋杭では“大半流出”という状況であった。よって、伊串や姫にお

いては、沿岸の低い地盤高を越えない程度の津波高とした。橋杭においては集落前面の

地盤高に浸水深 D=2.5±0.5 m を加え、津波浸水高 5.0±0.5 m とした（W15）。  

図３−10−⑦−４に有田における津波痕跡高分布を示す。有田浦での津波被害について

は、二つの新史料（『大地震通浪記録』、『地震津浪乃記』）に基づいた詳細な検討がなさ

れている「砂川・前田，2016」。  

 

 

図３−10−⑦−４ 有田における津波痕跡高分布  

 

これら史料において、安政東海地震では津波は海岸沿いの街道付近まで到達した程

度で家屋の被害は皆無であったが、川ばた木場の材木・丸太等が流れて散乱したとある。

ヒヤリングから、当該浦の旧街道は図３−10−⑦−３の赤実線の位置であり、現街道の交
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差点にかつて製材所があったという。また、この付近の河川敷に材木・丸太を貯木して

いたと考えられる。以上から、東海地震の津波高としては、この河川敷地盤高から旧街

道の一番低い地盤高の範囲とし、0.9〜2.4 m とする（W20 と W21-1T）  

安政南海地震では大きな揺れの後に津波が来襲し多くの家屋流出が生じたことや、

有田神社付近まで津波が遡上したことが記されている。ここでは、有田神社横に流れる

有田川の河床地盤高を津波遡上高とし、7.7 m（W22）とする。  

『有田浦庄屋地震津浪の記』（「東京大学地震研究所，1994」の p.738〜743）には、“正

覚寺等ハ残り其外皆流れ出しといふ…”、“正覚寺の石ダン三ツ四ツ残る”とある（写真

３−10−⑦−５）。この記述通りに計測を行うと、正覚寺前の道路の標高は 3.84 m、道路

面から石段上から 4 段目の高低差は 2.1 m であるため、津波浸水高は 5.9 m である

（W19）。  

有田浦集落の中心を通る街通りの地盤高は、2.4～3.0 m であった（写真３−10−⑦−６）。

皆流失として浸水深３m を加えると津波浸水高は 5.4～６m 程度（W21-1N、W21-2 と

W21-3）となり、正覚寺や有田神社の津波高と調和的といえる。なお、この寺院では

1707 年宝永地震、1946 年昭和南海地震時も津波が到達しており、宝永地震では正覚寺

屋敷一杯まで、昭和南海地震は階段２段目までだという。これらを計測すると、宝永地

震では 7.4 m（正覚寺屋敷一杯）の津波浸水高（W18）、昭和南海地震では 4.1 m（正覚

寺前の石段下から２段目まで潮上がる）の浸水津波高であった（W17）。  

 

      

   写真３−10−⑦−５ 正覚寺の石段（W18）  写真３−10−⑦−６ 有田神社横に流れる有田川  

（W21） 
 

図３−10−⑦−５に由良における津波痕跡高分布を示す。当該集落の津波被害状況につ

いては、『坂口俊夫家文書』（「由良町誌編集委員会，1985」の p. 870〜878）に詳しい。

この史料には由良浦の津波被害に関する絵図が残されており、津波の様相についても詳

細に記載されている。以下に記載内容とその解釈を行う。なお、史料記載の各地点につ

いては、由良の郷土史研究家小出潔氏のご協力により特定することができた。  

 



413 
 

 
図３−10−⑦−５ 由良における津波痕跡高分布  

 

由良集落沿岸の網代における津波被害状況を記す内容として、“念興寺残る但し寺地

へ浪少シ入る”とある。念興寺は今も現存しており、その地盤高を計測することにより、

浸水高として 5.0 m を得た（W35、写真３−10−⑦−１）。また、“網代浦御制札有場但し

諸荷物水揚場也二丈五尺”の記述について、御制札有場の近くに白真の木が生えており、

この木が標尺代わりとなったという。この白真の木は現存しており（写真３−10−⑦−７）、

この地盤高に二丈五尺を加えることで、津波浸水高 9.3 m とした（W34）。  

次に、“横浜ヒクキ所ハ浪ノ高サ一丈五尺”の記述について検討する。横浜筋は由良

集落における南北を通す道筋であり、図３−10−⑦−５における赤実線で示す道筋である

ことが判った。この道沿いの標高を 100 m 間隔で計測し、この中の一番低い場所を該

当地点と判断した。一丈五尺の浸水深を加え、ここでの津波浸水高は 6.3 m となった

（W32）。  

“同御タビ所当リハ六七尺位イ”について、こちらについても場所を特定すること

ができ、この地盤高に六七尺位の浸水深を加えることで、浸水高 5.1～5.4mを得た（W31）。 

“光専寺本堂六尺”とあり、本寺院も当該集落に現存している。この寺院敷地の地

盤高を計測し、この地盤高に浸水深六尺を加えることで、浸水高 5.5 m を得た（W30）。 

当該集落の陸側には宇佐八幡神社が鎮座している。この神社についても津波被害に

関する記載があり、“御宮近辺ハ三尺位イ同所石段六段迄浪来ル”とある。八幡神社敷

地の地盤高に階段６段分（≒三尺）の高低差（浸水深と解釈もできる）を加えることで、

浸水高 5.1 m を得た（W33、写真３−10−⑦−８）。 
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                    写真３−10−⑦−７ 白真の木（W32）＜左写真＞      

写真３−10−⑦−８ 宇佐八幡神社（W31）＜右写真＞  

 

    iii) 津波高分布  

図３−10−⑦−６に和歌山県沿岸における安政東海・南海地震津波の痕跡高分布を示す。

概略ではあるが、「羽鳥，1980」による津波痕跡高よりも、「都司・岩崎，1996」や本研

究による津波高の方が高く評価されている傾向にあることがわかる。 

 

 
図３−10−⑦−６ 和歌山県沿岸における安政東海・南海地震津波の痕跡高分布  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 既往研究では取り上げられていなかった地震史料や最近に発掘された史料に基づい

て安政南海地震津波の痕跡調査を実施した。その結果、和歌山県沿岸のうち、既報研究

（「羽鳥，1980」、「都司・岩崎，1996」）において詳細な調査が実施されていない太地町、
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古座町および串本町有田、由良町における津波高を高精度で得ることができた。  

 今後は、これらの津波痕跡高を用いて安政東海・南海地震の波源再評価を行う必要が

ある。さらに、沿岸湖沼における津波堆積物分布を用いて、波源規模の妥当性について

検討する必要がある。本研究を遂行するにあたり、串本町郷土史研究家の上野一夫氏、

由良町郷土史研究家の小出潔氏に史料解釈助言や記載地点特定に多大なる助力を頂き

ました。図の作成にあたっては国土地理院による地理院地図（電子国土 Web）を利用

しました。  
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(3) 平成 29 年度業務計画案  

南西諸島海溝から南海トラフまでの３次元プレートモデルを整備して日本列島広

域構造モデルを完成させ、プレート境界での歪みの蓄積状態に基づき、巨大地震の震

源モデルを構築する。また、本地域での海・陸地殻変動観測データからプレート固着

状態の知見を得て、強震動・津波・地殻変動シミュレーションに基づき地震・津波ハ

ザードを評価する。安政東海・南海地震、昭和東南海・南海地震を対象に津波高・浸

水範囲、地殻変動、震度・被害等の史料調査を進め、他課題の成果を取り入れて、過

去の南海トラフ地震の震源像と地震発生シナリオを改訂する。粘弾性を考慮した広域

構造モデルでの地殻変動解析・データ同化手法の開発を平成 28 年度に継続して進める。 

 

 

 


